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 平成19年度「北海道地方CALS/EC推進協議会」の活動方針に基づき、下記のとおり「CALS/EC
地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」説明会を開催した。 

1. 開催目的 
「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」の改訂（案）について説明

を行い、改訂（案）に対する意見照会を行うことを目的とする。また、併せてCALS/EC の普

及・推進のため､北海道が導入又は導入しようとしている市町村との共同利用を視野に入れ

た電子入札の説明及び情報提供を行う。 

2. 対象者 
北海道内各市町村 工事実施担当者、入札・契約担当者（2 名程度／1 市町村） 

3. プログラム 
開催プログラムを表 1 に示す。 

表1 開催プログラム 

プログラム 時間（分） 

1. 挨  拶 5 

2. 「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案） 45 

3. 質疑応答 10 

4. 休  憩 10 

5. 電子入札 50 

6. 質疑応答 10 

4. 開催地会場・日時、参加状況 
・開催地数：道内 10 会場 
・参加市町村数：98 市町村（道内市町村数に対する参加割合：55％） 
・出席者数：160 名（10 開催会場への出席者数の合計） 
開催地会場、日時及び会場別の参加状況を表 2 に示す。 

  
表2 開催地会場、日時及び参加状況 

市町村 
 開催地/会場 開催日時 対象支庁 

全体 参加数 参加市町村名 

出席

者数

1 
室蘭 

胆振支庁合同庁舎 

9月27日（木） 

13:30～15:40 

胆振管内 

日高管内 
18 11 

日高町、平取町、室蘭市、 

苫小牧市、登別市、伊達市、 

白老町、厚真町、洞爺湖町、 

安平町、むかわ町 

16 

2 
札幌 

札幌第１合同庁舎 

9月28日（金） 

13:30～15:40 

石狩管内 

空知管内 
33 14 

札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、

石狩市、北広島市、当別町、 

岩見沢市、三笠市、滝川市、 

砂川市、深川市、栗山町、月形町

24 

3 
旭川 

旭川開発建設部 

10月2日（火） 

13:30～15:40 

上川管内 

 
22 13 

旭川市、名寄市、富良野市、 

士別市、鷹栖町、東神楽町、 

当麻町、比布町、上川町、東川町、

中富良野町、剣淵町、中川町 

21 
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市町村 
 開催地/会場 開催日時 対象支庁 

全体 参加数 参加市町村名 

出席

者数

4 
函館 

渡島支庁合同庁舎 

10月4日（木） 

13:30～15:40 

渡島管内 

檜山管内 
18 12 

函館市、北斗市、知内町、 

木古内町、鹿部町、森町、八雲町、

長万部町、江差町、上ノ国町、 

厚沢部町、奥尻町 

17 

5 
小樽 

小樽開発建設部 

10月9日（火） 

13:30～15:40 

後志管内 

 
20 7 

小樽市、黒松内町、ニセコ町、 

岩内町、積丹町、仁木町、 

赤井川村 

13 

6 
留萌 

留萌支庁合同庁舎 

10月11日（木） 

13:30～15:40 

留萌管内 

 
9 6 

留萌市、増毛町、小平町、羽幌町、

初山別村、遠別町 
11 

7 
帯広 

道新ビル 

10月18日（木） 

13:30～15:40 

十勝管内 

 
19 9 

帯広市、音更町、鹿追町、清水町、

広尾町、池田町、本別町、陸別町、

浦幌町 

16 

8 
釧路 

釧路開発建設部 

10月19日（金） 

9:30～11:40 

釧路管内 

根室管内 
13 11 

釧路市、釧路町、厚岸町、浜中町、

標茶町、弟子屈町、鶴居村、 

白糠町、根室市、別海町、 

中標津町 

18 

9 
稚内 

宗谷支庁合同庁舎 

10月23日（火） 

9:30～11:40 

宗谷管内 

 
9 5 

稚内市、猿払村、中頓別町、 

枝幸町、利尻町 
7 

10 
網走 

網走支庁総合庁舎 

10月25日（木） 

13:30～15:40 

網走管内 

 
19 10 

北見市、網走市、美幌町、清里町、

訓子府町、置戸町、遠軽町、 

上湧別町、興部町、雄武町 

17 

 合  計 180 98  160

 

5. 質疑応答 
「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案）及び電子入札へ

の質疑応答を表 3、表 4 に示す。 
 
表3「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案）の質疑応答 

会場 市町村名 質  問 回  答 

開発局、道庁、札幌市のCALS/ECの整
備項目について相互利用ということ
を考えているか。 
 

それぞれの機関のシステムの共有は
考えていない。 
道庁はHARP構想で市町村との共有を
進めている。 

道内市町村の電子納品の 2010 年度以
降の整備目標はどうなるか。 

あくまで目標であり、実施の準備が整
った市町村から順次開始をお願いし
たい。 

旭川 旭川市 

一部運用と全面運用の違いはなにか。
電子納品の全面運用とは、どこまでを
電子化することなのか。 

電子入札では、基本的に全てを電子化
することだが、電子で対応できない請
負業者については紙でも可能として
いる。 
電子納品についても、基本的には電子
データで納品することである。図面な
ど一部電子化出来ない場合は受・発注
者協議の上、紙で提出となる。 
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会場 市町村名 質  問 回  答 

小樽 仁木町 北海道開発局が運用されている電子
入札など各システムを市町村で共同
利用することを考えているか。 

北海道開発局の直轄事業を対象にシ
ステムを構築している。 
電子入札の共同利用については、北海
道が進めているHARP構想で行えると
考えている。 
電子納品・保管管理システムは開発局
独自の構成として平成18年度にシス
テムを導入、平成19年度から運用し
ている。自治体への資料提供について
は検討したい。 
情報共有は河川及び道路部門で実施
中であるが、独自サーバ方式あるいは
ASP 方式で運用するのかを検討中で
ある。検討結果の資料提示は可能と考
えている。 
入札情報サービスはHARP構想に含ま
れるものと考えている。開発局の資料
提供については検討したい。 
なお、市町村の整備目標は、IT 化実
態調査結果等を踏まえ努力目標とし
て提示している。最終的には各市町村
の取り組み状況に応じて進められる
ものと考えている。 

北海道開発局の「設計図書のダウンロ
ード」に設計書も対象になるか。 
 
 
 
 
 
 
 

設計書は考えていない。従来配布して
いた公示用設計書や特記仕様書など
である。 
なお、市町村の整備目標は、IT 化実
態調査結果を踏まえ努力目標として
提示している。整備目標については、
いただいたご意見等を整理し、地方展
開アクションプログラム改訂案に反
映していきたいと考えている。 

稚内 稚内開発 
建設部 

市町村が電子入札や電子納品などの
システムを運用していく場合、最低限
どのくらいの費用がかかるか。 

北海道庁では「北海道電子自治体共同
運営協議会」を設立しており、道内各
自治体がその協議会に参加し、電子入
札システムなどを共有化しコストを
下げながら取り組まれている。提供金
額については現在検討中と聞いてい
る。 

 
 

表4 電子入札の質疑応答 

会場 市町村名 質  問 回  答 

料金設定は1案件あたりか。 月額の料金体系で考えている。 

例えば、過去の各自治体の入札件数実
績も考慮されるということか。 

入札件数や人口も含めて検討中であ
り、後日、別途ご提示したい。 

札幌 千歳市 

説明資料の 7 画面で入札方式が記載
されているが、公募型や簡易公募型の
公示の場合に入札参加希望される業
者が提出した施工実績等の審査もオ
プションサービスに含まれるか。 

システムはそこまで対応していない。
記載の札入れ方式に対応していると
いうことである。 
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会場 市町村名 質  問 回  答 

札幌 岩見沢市 入札説明書等のダウンロードサービ
スは今後予定あるか。 

具体的な計画はない。市町村から要望
があれば、今後検討が必要と考えてい
る。 

小樽開発 
建設部 

システムへの覗き見などセキュリテ
ィ対策はどのようにされているか。 
 

LGWANを利用するので外部からの侵入
は不可能である。利用者は IC カ－ド
を使用するのでなりすましも不可能
である。 

小樽 

仁木町 電子調達システムは個別契約になる
のか。 

（株）HARP と自治体との個別契約に
なる。 

調達システムの動作環境として端末
ハードディスクがなくても運用可能
か。 

ハードディスクは必要である。 
 

釧路 別海町 

競争入札参加資格申請システムでは
どのような範囲までの機能が提供さ
れるか。 

業者からの資格申請を受け付ける機
能の提供で考えている。 

稚内 稚内開発 
建設部 

宗谷管内市町村の「北海道電子自治体
共同運営協議会」への参加状況は。 

5 団体である。（稚内市、中頓別町、
礼文町、利尻町、利尻富士町） 
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平成 19 年度「北海道地方 CALS/EC 推進協議会」の活動方針に基づき、次のとおり「電子メ

ールによるCALS/EC 情報の提供」をこれまでに 5 回実施した。 

1. 情報配信の目的 
平成 18 年度の「北海道内地方公共団体 IT 化実態調査」より、道内市町村は、北海道や道内

市町村のCALS/EC の取り組み状況に関する情報の提供を希望している。また、道内市町村に

おいてCALS/EC の取り組みが遅れている状況等もある。このような状況を踏まえ、CALS/EC
に関する情報を電子メールにより配信し、道内市町村へCALS/EC の普及・啓発を図る。 

 

2. 対象者 
CALS/EC 関連の情報受信を希望した北海道内地方公共団体の入札・契約及び工事担当者。 
 

3. 情報提供者 
北海道地方CALS/EC 推進協議会の各構成機関 

 

4. 配信期間 
平成 19 年 7 月～平成 20 年 3 月上旬まで 

5. 配信状況 
これまでの配信日と情報項目を表 1 に示す。 

 
表1 配信実施状況 

平成19年度（第6回目は予定） 平成18年度 回

数 配信日 提供情報 配信日 提供情報 

1 7月31日 ・「CALS/EC地方展開アクションプログラム 

(北海道地方版)」改訂(案)説明会のご案内 

・札幌市 電子納品運用ガイドライン(案)発表

・国土交通省 情報提供ホームページ開設 

・国土交通省 入札情報サービスを刷新 

・JACIC「第三次建設情報標準化計画」発表 

・CALS/EC関連サイトのご紹介 

8月30日 ・CALS/EC 関連の主な機関のサイトの紹

介 

2 9月12日 ・「北海道地方 CALS/EC 推進協議会」が主催

する「CALS/EC 地方展開アクションプログラ

ム(北海道地方版)」説明会締切日の変更案内

10月2日 ・「北海道地方CALS/EC推進協議会」が

主催する「CALS/EC 関する説明会」(自

治体向け)の開催案内 

3 9月26日 ・「電子入札導入の効果－岩見沢市に聞く」

・北海道 事業者向け電子入札説明会開催 

・札幌市 電子入札導入スケジュール発表 

11月28日 ・北海道のCALS/EC実証フィールド実験

の取り組み紹介 

・CALS/EC MESSE 2007の案内 

4 11月27日 ・国土交通省が「CAD製図基準(案)」改訂に関

する意見募集の紹介 

・「CALS/EC地方展開アクションプログラム 

(北海道地方版)」説明会を終える 

・CALS/EC MESSE 2008の案内 

2月27日 ・第8回北海道地方CALS/EC推進協議会

の報告 

・CALS/EC 情報提供配信のアンケート調

査 

5 1月 ・テクリス登録100万円以上に拡大  

6 2月 ・第 9 回北海道地方 CALS/EC 推進協議会の報

告 
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6. 北海道内地方公共団体の配信希望状況 
 配信希望数は 136 地方公共団体、160 アドレスとなっている。情報配信希望の地方公共団体数

を表2に、配信アドレス数を表3に、支庁別の地方公共団体数及び配信アドレス数を表4に示す。 
 

表2 情報配信希望の地方公共団体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表3 配信アドレス数 

 
 

 

 

 

 
 

表4 支庁別の地方公共団体数及び配信アドレス数 

 

平成19年度 平成18年度

計 計

160 150

85 71

75 79　　・職員宛アドレス数

■全配信アドレス数

　　・部署宛アドレス数

希望する 希望しない 返信なし
地方公共団体数 地方公共団体数 地方公共団体数 部署宛 職員宛

北海道 1 1 0 2

石狩 8 8 0 0 3 5

渡島 11 8 2 1 3 6

檜山 7 5 2 0 0 6

後志 20 12 8 0 9 4

空知 25 17 8 0 11 8

上川 22 18 4 0 9 14

留萌 9 5 4 0 3 2

宗谷 9 7 1 1 3 7

網走 19 16 3 0 16 1

胆振 11 11 0 0 8 6

日高 7 6 1 0 6 1

十勝 19 9 8 2 6 5

釧路 8 8 0 0 6 3

根室 5 5 0 0 2 5

181 136 41 4 85 75

支庁 地方公共団体数
配信アドレス数

平成19年度 平成18年度

計 計

■地方公共団体数 181 181

　　・配信希望の地方公共団体数 136 129

　　・希望なしの地方公共団体数 45 52

配信希望 希望しない

配信希望 110 26

希望しない 19 26
平成19年度

平成18年度



 
 
 
 
 
 

各機関における CALS/EC の取り組み 
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◇ 国土交通省北海道開発局 

◇ 国土交通省東京航空局 新千歳空港事務所 

◇ 北海道 

◇ 札幌市 
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1．目的及び経緯 
「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」は、「CALS/EC 地方展開ア

クションプログラム（全国版）」を基に、北海道地方の公共事業発注機関において関係機関と

協調して速やかに CALS/EC を推進するための目安となる年次計画とそれを可能にするための

技術支援等について明示するものとして、平成 16 年 3 月に策定された。 
今回の改訂では、現計画のこれまでの取り組みを評価し、北海道内の地方公共団体への

CALS/EC の導入を加速するため、より具体な年次計画の明示と支援策の充実を図るものであ

る。なお、年次計画の明示にあたっては、平成 18 年 3 月に国土交通省から発表された「国土交

通省 CALS/EC アクションプログラム 2005」の整備目標の一部を取り込んでいる。 
 

2．現状の課題 
平成 18 年 7 月に北海道地方 CALS/EC 推進協議会が実施した「北海道地方公共団体 IT 化実

態調査」より、北海道地方における CALS/EC の推進には、以下の項目について、対策を講じ

る必要があることが分かった。 

１）CALS/EC の教育・普及 

２）地方公共団体の推進体制の構築、人材の育成 

３）CALS/EC に関する情報の入手の整備、情報の共有 
 

3．北海道地方の CALS/EC 整備目標 

3-1．北海道地方の CALS/EC 整備基本方針 
北海道地方における CALS/EC の推進に向けた基本方針を以下のとおりとする。 

１）北海道内の地方公共団体は、CALS/EC の展開を進めるにあたり、北海道地方 CALS/EC
推進協議会を推進母体として、情報を共有し、普及・促進を図ることとする。 

２）北海道開発局、北海道及び札幌市は、北海道内の地方公共団体への円滑な展開に寄与す

るため、先導的な役割を担うこととする。 

３）CALS/EC の効率的かつ合理的な展開にあたっては、標準化されたシステムや共同開発・

共同利用を活用することを基本とする。 
3-2．北海道地方の CALS/EC 整備における重点項目 

平成 20 年度～平成 22 年度に取り組む CALS/EC 整備の重点項目は、以下のとおりとする。 

１）CALS/EC に関する説明会・講習会の充実 

２）電子入札の運用開始または、導入に向けた検討 

３）入札情報サービスの運用開始または、導入に向けた検討 
 
3-3．整備目標と目標年次 

北海道内の地方公共団体は、「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」

の目標年次を目安に CALS/EC 導入を積極的に推進する。 
北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、北海道内の CALS/EC 導入を積極的に支援していくも

のとする。
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図 3-1 CALS/EC アクションプログラム（北海道地方版）における目標年次 
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4．地方公共団体への CALS/EC 導入支援 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会及び構成員は、北海道地方の公共事業発注機関が

CALS/EC を着実にかつ円滑に導入を図るために、以下の支援を行うものとする。 

表 4-1 地方公共団体への CALS/EC 導入支援 

機関名 支援内容 詳  細 

情報提供 地方版 CALS/EC 推進協議会の設置 国土交通省 

技術資料の公開 技術開発成果の無償公開 

標準化に関するマニュアルの策定及び公開 

CALS/EC 取組み状況の公開 

研修テキストの共有 

実証フィールド実験への支援 

農林水産省 技術資料の公開 標準化に関するマニュアルの策定・公開 

情報提供 CALS/EC 相談窓口の設置 

CALS/EC 推進協議会の設置及び運営 

CALS/EC 推進協議会ホームページの開設と運営 

技術資料の公開 標準化に関するマニュアルの策定及び公開 

北海道開発局 

導入支援 CALS/EC 導入に関する支援 

受注者向け説明会・講習会の開催 

情報提供 CALS/EC 相談窓口の設置 

技術資料の公開 標準化に関するマニュアルの策定及び公開 

北海道 

導入支援 システムの共同利用による支援 

受注者向け説明会・講習会の開催 

情報提供 CALS/EC 関連情報の電子メール配信 

CALS/EC 関連資料の提供 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会 

導入支援 地方公共団体向け説明会・講習会の開催 

導入支援 地方公共団体への技術支援 

電子入札コアシステム開発コンソーシアムの運営 

地方公共団体の整備基本計画等の策定支援 

公益法人 

普及活動 CALS/EC インストラクターの育成 

教育・普及活動 
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はじめに（案） 
 

CALS/EC∗1は、「公共事業支援統合情報システム」の略称であり、従来は紙で交換されていた情報を電子化すると

共に、ネットワークを活用して情報の交換・共有・連携を図ることにより、コストの縮減、品質の確保・向上、透明

性の確保さらには事業執行の迅速化を目指すものである。 
国土交通省では平成9 年6 月「建設CALS/EC アクションプログラム」を策定し、平成16 年度までに直轄事業に

おける CALS/EC の実現に向けて、平成 13 年度から電子納品、電子入札等が実施されてきたところである。また、

農林水産省においては、農業農村整備事業の特徴として直轄、補助、付帯事業が並行に推進されて事業効果が発揮さ

れることや造成施設の維持管理は土地改良区が行うことなどから、地方公共団体の地域代表と連携して、農業農村整

備CALS/ECの全国展開に向けて取り組んでいるところである。 
CALS/EC の導入においては、すべての受発注者が一律の基準を以て電子化を推進することがより効果を高めるこ

とから、国土交通省では平成13年6月に「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）」∗2を発表し、平成

22 年度までに全国の地方公共団体において CALS/EC を導入するためのタイムスケジュールの目安及び国土交通省

や公益法人による技術支援などについて、具体的な行動計画を示し、今後は、公共事業の7割を占める地方公共団体

への普及を図る必要があるとしたところである。 
また、同プログラムにおいては、「CALS/EC地方展開アクションプログラム（地方版）」の策定を提示しており、

各地方公共団体が、それぞれの IT化の現状、CALS/ECについての理解度や取り組み状況、各地域の特徴などを踏ま

えて、より円滑にCALS/ECを実現するための基本方針とすることとしている。 
 

国土交通省 北海道開発局では、このような状況のもと、平成 13 年 11 月、北海道地方における公共事業発注機関

へのCALS/EC の導入を推進するため、「北海道地方CALS/EC 推進協議会」を設置した。そして、平成16 年3 月

「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」を策定し、CALS/EC の地方展開を推進してきたと

ころである。 
平成18年3月には、国土交通省より「国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005」が策定され、さらなる

コスト縮減、品質確保及び事業執行の効率化を図るために、情報交換に加えて情報共有・連携、業務プロセスの改善

を重点的に取り組むこととされた。 
 
本改訂では、「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム 2005」を踏まえ、現在までの取組み状況をもとに、

公共事業発注機関及び受注者へのCALS/EC導入の支援と、北海道地方における具体的な目標年次と行動内容の提示

を主要テーマとし、今後のCALS/ECを展開していく上での目安とするものである。 
なお、本アクションプログラムは、ITの進捗状況やCALS/ECに関する動向を考慮し、適宜見直していくものとす

る。 

                                                  
∗1 CALS/EC【continuous Acquisition and Life-cycle Support／Electronic Commerce】  

   CALS：調査、設計から工事、維持管理に至る公共施設のライフサイクル全般にわたる各種情報を電子化し、ネットワークを介して、関係者間等において交換

及び共有し、事業期間の短縮、コスト縮減、生産性の向上等を図ろうとする活動であり、概念である。 

    EC：「電子商取引」と訳され、ネットワークで電子化された商取引を意味し、建設分野では、公共事業の調達(入札・契約)行為、企業間のオンライン取

引などにＥＣの技術の利用が注目されている。 
∗2 「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）」ホームページアドレス 
    《http://www.mlit.go.jp/tec/cals/calsap.pdf》 
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1. 目的及び経緯 

1-1. 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂の目的と背景 

「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」は、「CALS/EC 地

方展開アクションプログラム（全国版）」を基に、北海道地方の公共事業発注機関に

おいて関係機関と協調して速やかに CALS/EC を推進するために、目安となる年次計

画とそれを可能にするための技術支援等について具体的な行動計画を明示するものと

して、平成 16 年 3 月に策定された。 
一方、国土交通省においては、平成 8 年 4 月に平成 22 年度までに我が国の公共事

業分野での建設 CALS を実現させるための整備目標などを示した「建設 CALS/EC 整

備基本構想」を策定した。その後、「建設 CALS/EC アクションプログラム」を平成

9 年 6 月に、「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム」を平成 14 年 3 月に発表

した。そして、平成 18 年 3 月には、さらなるコスト縮減、品質確保および事業執行

の効率化を図るために「情報交換」、「情報共有・連携」、「業務プロセスの改善」

を重点的に取り組むとした「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム 2005」を策

定し、今後の取り組むべき具体の目標を明らかにした。 
この国土交通省の推進を踏まえ、北海道地方 CALS/EC 推進協議会では、これまで

の「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」の取り組みを評価

し、北海道内の市町村への CALS/EC の導入を加速するため、「CALS/EC 地方展開

アクションプログラム（北海道地方版）」を改訂し、より具体的な年次計画の明示と

支援策の充実を図るものである。 
なお、年次計画の明示にあたっては、「国土交通省 CALS/EC アクションプログラ

ム 2005」の整備目標の一部を取り込んでいる。 
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「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）」を策
定。（平成13年6月）

北海道地方CALS/EC推進協議会の設置。（平成13年11月）
「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）
[中間とりまとめ]」を策定。（平成14年3月）

「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」
を策定。（平成16年3月）

「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」
を改訂。（○○年○月）

「国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005」を策定。（平成18年3
月）

「建設CALS整備基本構想」を発表。（平成8年4月）
「港湾CALS整備基本構想」を策定。（平成8年10月）
「港湾施設CALSグランドデザイン」を策定。（平成9年3月）
「建設CALS/ECアクションプログラム」を策定。（平成9年6月）
「港湾CALS整備計画」を策定。（平成10年10月）
「国土交通省推進本部」を設置。（平成13年5月）

国土交通省の取り組み

政府の取り組み

「ミレニアム・プロジェクト」発表。（平成11年10月）
「IT戦略本部」を内閣に設置。（平成12年7月）
「e-Japan戦略」を発表。（平成13年1月）
「e-Japan重点計画」を策定。（平成13年3月）
「e-Japan戦略プログラム」を策定。（平成13年6月）

「e-Japan重点計画-2002」を策定。（平成14年3月）
「e-Japan戦略Ⅱ」を発表。（平成15年7月）
「e-Japan重点計画-2003」を策定。（平成15年8月）
「e-Japan戦略Ⅱ加速化パッケージ」を策定。（平成16年2月）
「e-Japan重点計画-2004」を策定。（平成16年6月）

「農林水産省の所管事項に関する自治事務等
に係る申請・届出等手続の電子化推進アクシ
ョン・プラン」（平成13年7月）
「農林水産省の所管事項に関する地方公共団
体の行政手続等の電子化推進アクション・プ
ラン」（平成14年8月）
農林水産省行政手続等の電子化推進に関する
アクション・プラン（平成14年8月）

農林水産省の取り組み

政府、総務省、国土交通省の取り組みをうけて、各公共事業発注機関独自に電子自治体への取り組みを行っている

公共事業発注機関

「地方公共団体における情報セキュリティーポリシーに関す
るガイドライン」の策定。（平成13年3月）

「統合型地理情報システムに関する全体指針・整備指針」を
発表。 （平成13年7月）

「電子政府・電子自治体推進プログラム」の策定 。（平成13
年10月）

「共同アウトソーシング電子自治体推進戦略」（平成14年5
月）

「電子自治体推進指針」の策定。（平成15年8月）

「統合型地理情報システムに関する運用指針・活用指針」を
発表。（平成14年9月）

「地方公共団体情報セキュリティ管理基準」の策定（平成15
年12月）

地方公共団体に対する調査・照会業務の業務システム最適化計
画の決定（平成18年3月）

「業務・システム刷新化の手引き」公表。（平成18年4月）

「電子自治体オンライン利用促進指針」策定。（平成18年7
月）

「IT革命に対応した地方公共団体における情報化施策の推進
に関する指針」を発表。（平成12年8月）
「地域IT推進のための自治省アクションプラン」を発表。
（平成12年12月）

総務省の取り組み

「IT政策パッケージ2005」の策定。（平成17年2月）
「IT新改革戦略」を発表。（平成18年1月）
「重点計画-2006」を策定。（平成18年7月）
「IT新改革戦略製作パッケージ」を策定。（平成19年4月）
「重点計画-2007」を発表。（平成19年7月）

 

図 1-1 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂の背景 
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1-2. 国土交通省の取り組み 

国土交通省では、CALS/EC の導入により公共事業の円滑で効率的な執行を通じて、

公共事業費の縮減と公共施設の品質確保・向上を図るため平成７年以降、鋭意取り組

みを行ってきた。 

 「建設 CALS/EC 整備基本構想」の策定（平成 8 年 4 月） 
建設 CALS 研究会において策定され、平成 22 年までに 21 世紀の新しい公共事業執

行システムの確立を整備目標とし、建設 CALS/EC の実現を目指すこととした。 

 「港湾 CALS 整備基本計画」の策定（平成 8 年 10 月） 
港湾 CALS/EC の行動計画として基本的な段階整備計画を策定した。 

 「空港施設 CALS グランドデザイン」の策定（平成 9 年 3 月） 
空港施設 CALS 導入基礎調査を実施し、複雑化した空港施設の整備や管理の効率化

を目指して、空港施設 CALS のグランドデザインを策定した。 

 「建設 CALS/EC アクションプログラム」の策定（平成 9 年 6 月） 
「建設 CALS 整備基本構想」をもとに、実際に整備すべき具体的な内容を明らかに

した。旧建設省の直轄事業については平成 16 年度までに建設 CALS/EC を導入・実現

することとした。 

 「空港施設 CALS 検討委員会」の発足と導入スケジュールの策定（平成 9 年 12 月） 
空港施設 CALS グランドデザインに基づき基盤整備や技術要素について具体的計画

を策定するとともに、全国の直轄空港でのシステム展開目標年次を平成 16 年度とした。 

 「建設 CALS アクションプログラム詳細版（PM 版）」の策定（平成 10 年 10 月） 
「建設 CALS/EC アクションプログラム（概要版）」をさらに業務フェーズ毎に具体

的な項目にまでブレークダウンし、整備期間や整備担当部署などを明記した。 

 「港湾 CALS 整備計画」の策定（平成 10 年 10 月） 
「港湾 CALS 整備基本計画」をもとに、平成 11 年度以降に取り組むべき基盤整備や

技術要素について具体化し、平成 16 年度までに港湾 CALS を導入・実現することとし

た。 

 「国土交通省 CALS/EC 推進本部」の設置（平成 13 年 5 月） 
これまでに個別に取り組んできた建設 CALS/EC、港湾 CALS、空港施設 CALS 等に

ついて、新たに全省一丸となって取り組める体制を構築。 

 「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム」（平成 14 年 3 月） 
建設 CALS/EC、港湾 CALS 及び空港施設 CALS ごとに実施目標を設けていたアク

ションプログラムを統合。 

 「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム 2005」（平成 18 年 3 月） 
さらなるコスト縮減、品質確保及び事業執行の効率化を図るために、「情報交換」に

加えて「情報共有・連携」及び「業務プロセスの改善」を重点的に取り組むこととした。 

 「国土交通省 CALS/EC 推進本部」規程の改正（平成 18 年 3 月） 
今後の CALS/EC の取り組みのより一層の促進を目的に、「官民の意見交換組織の一
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本化」及び「フォローアップ体制」を構築。 

1-3. 「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム 2005」の目標項目 

 

 
 
 
 

（１）情報交換 
【入札契約】 

目標-1．入札契約情報の提供方法の工夫による情報収集効率の向上 
目標-2．入札説明書のインターネットを通じた配布による調達手続きの効率化 
目標-3．契約手続きの電子化による調達手続きの効率化 

【電子納品】 
目標-4．ＣＡＤデータ交換標準の改良による情報交換の効率化 
目標-5．３次元情報の利用を促進する要領整備による設計・施工管理の高度化 

（２）情報共有・連携 
【入札契約】 

目標-6．入札契約手続に関するシステム間連携による調達手続きの効率化 
【電子納品】 

目標-7．地質データの提供による調査分析・施工計画の精度向上 
目標-8．施設情報を提供して技術提案募集によるコスト縮減と品質確保 
目標-9．完成図を利用した管理図の蓄積・更新の迅速化・効率化 
目標-10．維持管理データベース更新の迅速化・効率化 
目標-11．ＧＩＳ管理図に重ね合わせた施設情報管理の効率化 
目標-12．現場からの情報取得による作業の効率化 
目標-13．情報モデルの管理によるシステム間の情報交換・共有・連携の促進 

【共通】 
目標-14．取組状況の公開と研修テキストの共有による全国的展開の促進 

（３）業務プロセスの改善 
【電子納品】 

目標-9．（再掲）完成図を利用した管理図の蓄積・更新の迅速化・効率化 
目標-10．（再掲）維持管理データベース更新の迅速化・効率化 
目標-15．数量計算をＣＡＤで可能とする体制整備によるコスト縮減 

【工事施工中の情報共有】 
目標-16．工事施工中の情報交換・共有の効率化 

（４）技術標準 
目標-17．情報共有・連携に向けた必要な標準の整備 

（５）国際交流・連携 
目標-18．ＣＡＤの高度利用へ対応した国際標準機関との連携 
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2. 北海道地方 CALS/EC 推進協議会 

2-1. 設置目的 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、北海道地方における公共事業発注機関への

CALS/EC の導入を推進するため、以下の活動を行う。 

・ CALS/EC 地方展開アクションプログラムの策定及びフォローアップ 
・ CALS/EC に関する取組み状況等の情報交換及び意見交換 
・ 地方公共団体の連絡調整 
・ その他、上記目的を達成するために必要な事項 

2-2. 構成及び役割 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、国土交通省 北海道開発局、国土交通省 東京

航空局、北海道、札幌市、11 建設関連業界団体、3 公益法人から成る。本会の事務局

は、国土交通省 北海道開発局、国土交通省 東京航空局、北海道、札幌市、1 建設関

連団体、3 公益法人が行い、協議会の活動内容について、予備的検討を行う。 

表 2-1 北海道地方 CALS/EC 推進協議会の構成と役割 

構成メンバー 役   割 
国土交通省 北海道開発局 
国土交通省 東京航空局 

北海道地方の公共事業発注機関及び受注者へ

の CALS/EC 導入支援 
北海道 市町村及び業界団体への CALS/EC 導入支援

札幌市 市、業界団体への CALS/EC 導入支援 
社団法人 北海道建設業協会 
社団法人 北海道農業建設協会 
社団法人 北海道土地改良建設協会 
社団法人 日本土木工業協会 北海道支部 
社団法人 北海道舗装事業協会 
社団法人 建設コンサルタンツ協会 北海道支部 
社団法人 北海道測量設計業協会 
社団法人 日本橋梁建設協会 
社団法人 プレスト・コンクリート建設業協会 
北海道建設業信用保証会社 株式会社 

業界団体内への CALS/EC 導入普及活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

財団法人 北海道建設技術センター 
財団法人 港湾空港建設技術サービスセンター 
財団法人 日本建設情報総合センター 

公共事業発注機関への CALS/EC 導入支援、

市町村及び受注者への普及活動 
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2-3. 活動経緯 

平成 13 年度 

推進協議会（仮称） 

準備会 

H13.10.24 ・ 北海道地方 CALS/EC 推進協議会（仮称）の設置内容及び設置要領（案）

の内容確認 

・ 推進協議会構成メンバーについての討議 

・ 各省庁及び北海道開発局における CALS/EC の取り組み経緯の紹介 

・ 北海道開発局の CALS/EC 推進方針の紹介 

・ 北海道地方版アクションプログラムの作成についての資料提出 

・ 推進協議会の今後のスケジュール（案）の提出 

・ アンケート調査実施項目（案）の提出 

推進協議会（第 1回） H13.11.14 ・ 北海道地方 CALS/EC 推進協議会の設置要領の内容確認及び承認 

・ 各省庁及び北海道開発局における CALS/EC の取り組み経緯の紹介 

・ 北海道開発局の CALS/EC 推進方針の紹介 

・ 北海道地方版アクションプログラムに盛り込む項目（案）の提出 

・ 推進協議会の今後のスケジュール（案）の提出 

・ アンケート調査実施項目（案）の提出 

事務局会議 H13.11.25 ・ 第 2回 CALS/EC 推進協議会の議事次第（案）の内容確認及び承認 

・ 開発局及び各自治体の紹介 

・ アンケート調査結果の紹介 

・ 北海道地方版アクションプログラム（素案）の紹介及び討議 

推進協議会（第 2回） H14.2.15 ・ 開発局及び各自治体での取り組みについての紹介 

・ アンケート調査結果の紹介 

・ コアコンソーシアムの活動内容の紹介 

推進協議会（第 3回） H14.3.20 ・ 「建設情報化に向けたガイドライン」の紹介 

・ 北海道地方版アクションプログラム（素案）[中間取りまとめ]の内容

確認 

・ 平成 14 年度推進協議会スケジュールの提案 

平成 14 年度 

事務局会議（第 1回） H14.8.7 ・ 平成 13 年度の推進協議会の検討結果について 

・ CALS/EC の動向について 

・ 平成 14 年度の推進協議会の検討方針について 

・ 実態調査アンケートの実施 

事務局会議（第 2回） H15.3.6 ・ 推進協議会議事次第について 

推進協議会（第 4回） H15.3.19 ・ 平成 13 年度推進協議会の検討内容 

・ 平成 14 年度推進協議会の検討内容 

・ 各関係機関における CALS/EC の取り組み状況及び話題提供 

・ 平成 15 年度北海道 CALS/EC 推進協議会について 

・ 地方整備局の CALS/EC 地方展開アクションプログラムの概要 

平成 15 年度 

事務局会議（第 1回） H15.12.24 ・ 北海道地方 CALS/EC 推進協議会設置要領について 

・ これまでの推進協議会の活動結果について 

・ 平成 15 年度の推進協議会の活動方針について 

・ CALS/EC の取り組みについて 

・ CALS/EC の最近の動向 

事務局会議（第 2回） H16.2.4 ・ 地方公共団体アンケートについて 

・ CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）【1 次案】

について 

・ CALS/EC の取り組みについて 

推進協議会（第 5回） H16.3.19 ・ これまでの協議会の活動内容について 

・ CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）（案）につ

いて 

・ 各機関における CALS/EC の取り組み状況について 
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平成 16 年度 

事務局会議（第 1回） H16.12.16 ・ これまでの推進協議会の活動内容について 

・ 平成 16 年度の推進協議会活動方針について 

・ 各機関における CALS/EC の取り組み 

事務局会議（第 2回） H17.2.14 ・ 電子納品実態調査の報告 

・ 平成 17 年度の活動方針(案) 

・ 第 6回北海道地方 CALS/EC 推進協議会議事次第(案)について 

推進協議会（第 6回） H17.3.9 ・ これまでの推進協議会の活動内容について 

・ 各機関における CALS/EC の取組み状況 

・ 平成 17 年度の活動方針(案) 

平成 17 年度 

事務局会議（第 1回） H17.8.31 ・ 平成 17 年度の推進協議会活動予定について 

・ 各機関における CALS/EC の取組み 

・ 都道府県等における電子入札導入状況 

事務局会議（第 2回） H18.1.17 ・ CALS/EC 説明会等の開催報告 

・ CALS/EC地方展開アクションプログラム(北海道地方版)のフォローア

ップについて 

・ 平成 18 年度北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動(案)について 

・ 第 7回北海道地方 CALS/EC 推進協議会議事次第(案)について 

・ 各機関からの報告 

推進協議会（第 7回） H18.2.10 ・ 平成 17 年度推進協議会の活動について 

・ 各機関における CALS/EC の取組み状況について 

・ 平成 18 年度北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動(案)について 

平成 18 年度 

事務局会議（第 1回） H18.9.25 ・ 平成 18 年度の推進協議会活動について 

・ 各機関における CALS/EC の取り組み 

事務局会議（第 2回） H19.1.17 ・ 平成 18 年度の推進協議会活動について 

・ 平成 19 年度の北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動(案)について 

・ 第 8回北海道地方 CALS/EC 推進協議会議事次第(案) 

・ 各機関からの報告 

推進協議会（第 8回） H19.2.13 ・ 平成 18 年度推進協議会の活動について 

・ 各機関における CALS/EC の取り組みについて 

・ 平成 19 年度北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動(案)について 

平成 19 年度 

事務局会議（第 1回） H19.8.29 ・ 平成 19 年度 北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動計画 

・ 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案）

について 

・ 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」説明会

について 

・ 平成 19 年度 電子メールによる CALS/EC 情報の提供状況等について 

・ 各機関における CALS/EC の取り組み 

事務局会議（第 2回） H20.1.18 ・ 平成 19 年度の推進協議会活動について 

・ 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案）

について 

・ 平成 20 年度の北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動(案)について 

・ 第 9回北海道地方 CALS/EC 推進協議会議事次第(案) 

・ 各機関における CALS/EC の取り組み 

推進協議会（第 9回） H20.2.8 ・ 平成 19 年度推進協議会の活動について 

・ 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案）

について 

・ 各機関における CALS/EC の取り組みについて 

・ 平成 20 年度北海道地方 CALS/EC 推進協議会の活動(案)について 
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2-4. 推進協議会の活動状況 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、「CALS/EC 地方展開アクションプログラム

（北海道地方版）」の活動の一環として、以下の北海道内地方公共団体向け説明会を

開催した。 

表 2-2 北海道内地方公共団体向け説明会 

年度 名   称 会場 
平成 17 年度 CALS/EC 説明会 札 幌

平成 18 年度 CALS/EC に関する説明会 6 会場

平成 19 年度 CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）

改訂案説明会 
10 会場

 

 

2-5. 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」のフォローアップ 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、フォローアップの一環として、平成 16 年 2
月及び平成 18 年 7 月に北海道内地方公共団体 IT 化実態調査を実施し、CALS/EC 導

入に向けた課題を整理し、「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」

の改訂に反映させている。 
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3. 北海道地方の CALS/EC の状況 

北海道内地方公共団体を対象に、「北海道内地方公共団体 IT 化実態調査」（平成 18 年 7
月）を実施し、北海道地方の CALS/EC の導入状況の把握とともに、課題の整理を行った。 

以下に、「現状と問題点」及び「課題」を整理する。 

3-1. 現状と問題点 

3-1-1. CALS/EC の理解不足 
a）図 3-1 より、前回調査（平成 13 年度、平成 15 年度）より微増しているが、

全体として CALS/EC の理解度は低い。特に、市町村の理解度が低い。 
b）図 3-2 より、国土交通省の CALS/EC アクションプログラムに対する理解

度については、平成 13 年度から横ばいである。 
c）図 3-3 より、「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」

（平成 16 年 3 月）の内容を知っているが 19％となっている。 
 

CALS/EC の理解不足は、北海道地方における CALS/EC の普及・促進を妨げる遠因と

考えられる。 
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図 3-1 CALS/EC について 
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図 3-2 国土交通省の CALS/EC アクションプログラムについて 

 

具体的内容を知っ
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言葉は聞いたこと
がある
53%

知らない
28%

 

図 3-3 CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）の理解 

3-1-2. 取り組みの遅れ 
CALS/EC の推進には、実施体制の構築、人材の育成が不可欠である。 
a）図 3-4 より、実施体制は、前回調査より後退している。 
b）図 3-5 より、人材育成となる講演会や講習会への参加は、前回調査と比較して

微増しているが、全体の取り組み状況としては低い。 
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図 3-4 担当部署または担当者について 
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図 3-5 講演会、講習会などへの参加について 

このような状況の下、CALS/EC の代表的な項目である「電子入札」、「電子納品」、

「情報共有」についての導入状況は、以下の図のとおりである。 
 

c）図 3-6～図 3-8 より、電子入札、電子納品、情報共有は、ほとんど実施されてい

ない。 
 

特に、北海道内の電子入札の普及率は１%であり、普及率の全国平均が約 22%（JACIC
調べ）であることから、取り組みとして遅れているといえる。 
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図 3-6 電子入札の導入について 
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図 3-7 電子納品の導入について 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H13

H15

H18

H13

H15

H18

H13

H15

H18

H13

H15

H18

市
町
村

主
要
都

市
北

海
道

・
札

幌
市

北
海
道

全
体

既に導入利用している 導入利用したい 未定  

図 3-8 情報共有の導入について
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3-1-3. 情報伝達の不十分 

a）図 3-9 より、CALS/EC 関連情報の取得は、国・道等の行政機関からが大半を

占めている。 
b）図 3-10 より、各団体が希望する情報は、道や市町村の取り組みに関するものが

多い。この背景として北海道や道内市町村の情報配信が少ないこと、前述の

CALS/EC の取り組みが遅れているため、情報を取得する手段が限られている

ことが考えられる。 
 

北海道の CALS/EC の取り組みが遅れている状況を踏まえ、CALS/EC 普及・促進の観

点から情報の入手環境の整備が望まれる。 
 

情報の入手先（複数回答）

国・道等の行政機
関
77%

建設関連企業・コ
ンサル等

9%

IT関連業その他
6%

取得なし
8%

 

電子入札関連

9%
電子納品関連

13%

情報共有関連

9%

国の取り組みについて

6%

他市町村の取り組みに

ついて

30%

CALS/EC展示会情報

2%

CALS/EC講習会情報

9%

その他

1%

希望なし

1%

北海道の取り組みにつ

いて

20%  

図 3-9 情報の入手先            図 3-10 希望する情報 

3-2. 課題 

北海道地方の CALS/EC の現状を踏まえて、北海道地方の CALS/EC の普及・促進に向け

て、以下の項目について、推進を図る必要がある。 

１）CALS/EC の教育・普及 
２）地方公共団体の推進体制の構築、人材の育成 
３）CALS/EC に関する情報の入手環境の整備、情報の共有 
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4. 北海道地方における CALS/EC のこれまでの取り組み 

4-1. 北海道開発局の取り組み 

国土交通省では、平成 8 年 4 月に「建設 CALS/EC 整備基本構想」を策定し、建設

CALS の整備の方向性を示し、整備目標・スケジュール等からなるアクションプログ

ラムを策定し、取り組んでいる。 
北海道開発局においても、平成 13 年に、北海道開発局 CALS/EC 推進本部（本部

長：北海道開発局長）を設置し、具体的な整備目標・スケジュール等を策定し、鋭意

取り組んでいる。 
また、平成 18 年 3 月に国土交通省が発表した「国土交通省 CALS/EC アクション

プログラム 2005」の整備項目の一部を先取りし、取り組んでいる。 
 

表 4-1 北海道開発局の整備目標におけるこれまでの取り組み 

  2002 

（H14） 

2003 

（H15） 

2004 

（H16）

2005 

（H17） 

2006 

（H18） 

2007 

（H19）

目  標 一部運用 全面運用 
電子入札 

取り組み 一部運用＊1 全面運用 

目  標 一部運用 全面運用 
電子納品 

取り組み 一部運用＊2 一部運用＊3 全面運用 

目  標 実証実験 全面実施 
情報共有 

取り組み 実証実験 一部運用 

目  標 全面運用 
入札情報サービス

取り組み 全面運用 

＊1：一般競争入札、公募型指名競争入札にて実施。 

＊2： 2.5 億円以上の工事と全ての業務にて実施。 

＊3： 1 億円以上の工事と全ての業務にて実施。 

  表 4-2 「国土交通省 CALS/EC アクションプログラム 2005」を先取りした取り組み項目 

 2002 

（H14） 

2003 

（H15） 

2004 

（H16）

2005 

（H17） 

2006 

（H18） 

2007 

（H19）

入札説明書等のダウンローﾄﾞ    準備期間 全面運用 

電子納品・保管管理システム    準備期間 一部運用 
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（１）電子入札 
北海道開発局では、平成 14 年 10 月から工事（一般競争入札及び公募型指名

競争入札）を対象に電子入札を開始し、平成 15 年度からは、工事及び業務につ

いて全面的に運用している。また、平成 16 年 9 月からは、物品・役務につい

ても対象を拡大している。 
 

（２）電子納品 
北海道開発局では、平成 14 年度から 2.5 億円以上の工事とすべての業務を対

象として電子納品を実施した。平成 15 年度には、工事の対象を 1 億円以上に

拡大し、平成 16 年度からは、すべての工事及び業務を対象に実施している。 
なお、電子納品の実施にあたり、平成 14 年 4 月に「北海道開発局における

電子納品運用ガイドライン（案）」を策定・公開し、平成 18 年 6 月、平成 19
年 3 月に改訂を行っている。 

 
（３）情報共有 

北海道開発局では、工事施工中の受発注者間の情報の共有については、平成

13 年度から道路部門を中心に実証フィールド実験を行い、平成 15 年度から河

川部門に拡大している。 
 

（４）入札情報サービス 
北海道開発局では、平成 14 年 4 月から国土交通省が発注する工事及び業務

の入札に関する情報を提供する「入札情報サービス（PPI）」において、発注

見通し、入札公告等の入札に関する情報の提供を開始した。平成 19 年 7 月に

は、複数の発注機関の入札情報を一元的に公表する新しいサイトへ移行してい

る。 
 

（５）入札説明書等のダウンロード提供 
北海道開発局では、平成 18 年 1 月から一部の工事及び業務について、入札

説明書等のダウンロード提供を開始し、同年 12 月より全案件について、実施し

ている。 
 

（６）電子納品・保管管理システム 
北海道開発局では、平成 18 年度に電子納品・保管管理システムを導入し、平

成 18 年度発注の道路、河川部門の工事及び業務について、成果品の登録を行っ

ている。 
 



16

（７）講習会・説明会 
北海道開発局では、平成 13 年度から職員向け並びに受注者向けの講習会・説明

会を実施している。 

表 4-3 北海道開発局職員向け講習会・説明会 

年 度 名   称 会 場 

平成 14 年度 電子納品説明会 13 会場

平成 15 年度 電子入札コアシステム講習会 札幌 

平成 15 年度 電子入札ミニ環境研修会 10 会場

平成 16 年度 電子納品に関する手引き（北海道開発局版）説明会 5 会場 

平成 17 年度 入札説明書等のダウンローﾄﾞ説明会 札幌 

平成 18 年度 「北海道開発局における電子納品の手引き（案）」の説明会 6 会場 

 

表 4-4 受注者向け講習会・説明会 

年 度 名  称 会 場 

平成 13 年度 電子納品・電子入札説明会 札幌 

平成 14 年度 電子納品・電子入札説明会 5 会場 

平成 14 年度 電子入札説明会 札幌 

平成 15 年度 電子入札ミニ環境研修会 10 会場 

平成 16 年度 電子納品に関する手引き（北海道開発局版）説明会 5 会場 

 
 



17

4-2. 北海道の取り組み 

北海道では、平成 13 年 3 月、平成 13 年度から平成 17 年度までの 5 年間を計画期

間とする「北海道高度情報化計画」を「第三次北海道長期総合計画」の個別計画とし

て策定し、平成 15 年 3 月には、IT の急激な浸透や国の政策の加速化などの急激な環

境の変化を踏まえ、「北海道高度情報化計画改定計画」を策定した。 
「北海道高度情報化計画改定計画」では、「電子道庁」の実現を目標に掲げ、行政

サービス機能の向上を果たすため各種行政手続きの電子化を推進することとした。平

成 15 年 9 月には、この「電子道庁」実現の一環として、工事等の調達における一連

の業務の電子化の取り組みを効率的かつ効果的に推進するための方針として、「電子

調達システム構築方針」を策定した。 
また、18 年 3 月「北海道高度情報化計画改定計画」の期間満了に伴い、新しい総合

計画がスタートするまでの 2 年間をフォローアップする「北海道情報化計画フォロー

アップ計画」を策定したところであり、この計画において「HARP」の共通基盤（北

海道と道内市町村が共同で効率的な電子自治体化を推進するため、北海道独自の共同

アウトソーシングの取り組みに基づき構築された共通基盤）を活用・連携して電子調

達システムを導入することとしている。 
 

表 4-5 北海道の整備目標におけるこれまでの取り組み 

  2002 

（H14）

2003 

（H15）

2004 

（H16）

2005 

（H17）

2006 

（H18） 

2007 

（H19）

目  標  準備期間 一部運用 全面運用
電子入札 

取り組み  準備期間 一部運用 

目  標  実証実験 一部運用 
電子納品 

取り組み  実証実験 一部運用

目  標  実証実験 一部運用 
情報共有 

取り組み  実証実験 一部運用

目  標  全面運用 
入札情報サービス

取り組み 全面運用 

 

 
（１）電子入札 

北海道では、平成 19 年 3 月に一部工事において実施。平成 19 年度は、Ａ等

級の工事の一部及び委託業務の一部を対象としている。 
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（２）情報共有・電子納品 
北海道では、平成 15 年度より実証実験を実施し、平成 19 年度から工事の情

報共有・電子納品の対象を 9,000 万円以上とし、業務は情報共有の対象をすべ

て、電子納品の対象は 500 万円以上としている。 
なお、電子納品の実施にあたり、「情報共有・電子納品運用ガイドライン」

を策定し、公開・運用している。 
 

（３）入札情報サービス 
北海道では、平成 13 年度に入札契約総合管理システムの開発整備を行い、道

の発注機関がそれぞれのホームページから行っていた発注見通し、入札広告及

び入札結果等の工事発注情報の公表を、平成 14 年度から道庁のホームページで

一元的に行っている。平成 19 年 10 月からは、北海道内の市町村の入札情報も

一元的に入手・検索が可能なシステム（電子調達ポータルサイト）からの公表

を行っている。 
 

（４）講習会・説明会 
北海道では、平成 16 年度から職員向け並びに受注者向けの講習会・説明会を

実施している。 

表 4-6 北海道職員向け講習会・説明会 

年 度 名   称 会 場 
平成 16 年度 担当監督員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 16 年度 検査員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 17 年度 担当監督員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 17 年度 検査員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 18 年度 工事施工情報共有・電子納品保管管理説明会 11 会場 

 

表 4-7 受注者向け講習会・説明会 

年 度 名  称 会 場 

平成 18 年度 工事施工情報共有・電子納品保管管理説明会 11 会場 
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4-3. 札幌市の取り組み 

札幌市では、平成 15 年、まちづくりを進めていく上での方向性として、施政方針

「札幌元気ビジョン」を策定した。それまでの「札幌市 IT 経営戦略」（平成 13 年策

定）に基づき、各種取り組みを行ってきた IT 施策の成果を「札幌元気ビジョン」の

実現へとつなげるため、「札幌市 IT 戦略」を策定し、電子入札等のアクションプロ

グラムを計画し、鋭意取り組みを行っている。 
 

表 4-8 札幌市の整備目標におけるこれまでの取り組み 

  2002 

（H14） 

2003 

（H15） 

2004 

（H16）

2005 

（H17）

2006 

（H18） 

2007 

（H19） 

目  標  準備期間・試行 一部運用 
電子入札 

取り組み  準備期間 実証実験 

目  標  準備期間 実証実験 一部運用 
電子納品 

取り組み  検討 一部運用＊1

目  標  準備期間 実証実験 一部運用 
情報共有 

取り組み  検討 一部運用 

目  標  運用 
入札情報サービス

取り組み 運用 

＊1：土木は 2 億円以上の工事及び 2 千万円以上の業務を対象 

  営繕は原則として全ての工事と業務を対象 

 
（１）電子入札 

札幌市では、電子入札の実施に向け準備を進め、平成 20 年 3 月に実証実験

を開始する予定である。 
 

（２）電子納品 
札幌市では、平成 18 年度に「電子納品運用ガイドライン（案）」を策定した。

平成 19 年度から試行運用を開始しており、段階的に拡大していき、平成 22 年

度から本格運用する予定としている。 
 

（３）情報共有 
札幌市では、平成 19 年度の電子納品試行運用に合わせ、電子メールによる施

工中の情報共有を、請負者側においてインターネット接続が可能な業務や工事

で実施している。 
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（４）入札情報サービス 
札幌市では、平成 13 年度に工事の発注見通しを公表し、平成 14 年度以降、

順次拡大し、入札公告及び入札結果等の情報をホームページ上で公表している。 
 

（５）講習会・説明会 
札幌市では、平成 18 年度から職員向け並びに受注者向けの講習会・説明会を実

施している。 

表 4-9 札幌市職員向け講習会・説明会 

年 度 名   称 会  場 
平成 19 年度 電子納品講習会 本庁舎 

 

表 4-10 受注者向け講習会・説明会 

年 度 名   称 会  場 
平成 18 年度 測量業務電子納品説明会 本庁舎 

 



21

4-4. 公益法人の取り組み 

（１）社団法人 北海道建設業協会 
社団法人 北海道建設業協会では、以下の講習会を開催し、北海道内の CALS/EC

の普及・推進に向けた活動を行っている。 

１）講習会・説明会 

表 4-11 社団法人 北海道建設業協会 主催の講習会・説明会 

年 度 名   称 会  場 
平成 16 年度 電子納品セミナー（CAD） 4 会場 
平成 16 年度 電子納品手引き説明会 6 会場 
平成 17 年度 建設業コンピュータシステムセミナー 札幌 
平成 18 年度 建設業コンピュータシステムセミナー 札幌 
平成 19 年度 建設業コンピュータシステムセミナー 札幌 

 
また、上記講習会・説明会開催の他、北海道建設部と「北海道における電子入札及

び電子納品の今後の動向」をテーマに意見交換を行っている。 
 

（２）社団法人 北海道農業建設協会 
地方公共団体が主催する「受注者向け講習会」では、地方公共団体と連携を図

り、会員企業への開催周知等の支援を行っている。 
 

（３）社団法人 日本土木工業協会 北海道支部 
社団法人 日本土木工業協会 北海道支部では、北海道内の CALS/EC の普及・推

進を図るため、会員企業を対象に以下のアンケートを実施し、実態調査を行っている。 
 

表 4-12 社団法人 日本土木工業協会のアンケート調査 

年 度 名   称 調査内容 
平成 16 年度 電子納品導入現場の

実態調査アンケート

・CALS/EC に関する電子署名、電子公証等に 
関する運用状況の確認 

・紙納品と電子納品の二重性の運用状況の確認

・電子納品に関する課題・要望 
平成 18 年度 電子納品導入現場の

実態調査アンケート

・CALS/EC に関する電子署名、電子公証等に 
関する運用状況の確認 

・紙納品と電子納品の二重性の運用状況の確認

・電子納品に関する課題・要望 
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（４）社団法人 建設コンサルタンツ協会 北海道支部 

社団法人 建設コンサルタンツ協会 北海道支部では、以下の講習会を開催し、北

海道内の CALS/EC の普及・推進に向けた活動を行っている。 

１）講習会・説明会 

表 4-13 社団法人 建設コンサルタンツ協会 主催の講習会・説明会 

年 度 名   称 会  場 
平成 15 年度 実務講習会 札幌 
平成 16 年度 GIS 講習会 札幌 
平成 16 年度 実務講習会 札幌 
平成 17 年度 GIS 講習会 札幌 
平成 17 年度 CAD 講習会 札幌 
平成 18 年度 GIS 講習会 札幌 
平成 19 年度 GIS 講習会 札幌 

 
また、上記講習会・説明会開催の他、CALS/EC 委員会及び 4 つの専門員会による

各種対応策の検討、発注者との意見交換、会員支援を行っている。 
 

（５）社団法人 北海道測量設計業協会 
社団法人 北海道測量設計業協会では、以下の講習会を開催し、北海道内の

CALS/EC の普及・推進に向けた活動を行っている。 

１）講習会・説明会 

表 4-14 社団法人 北海道測量設計業協会 主催の講習会・説明会 

年 度 名   称 会  場 
平成 15 年度 構造改善講習会 札幌 
平成 16 年度 設計技術実務研修会 札幌 
平成 16 年度 建設関連業展開戦略等に関する研修会 札幌 
平成 17 年度 設計技術実務研修会 札幌 
平成 18 年度 設計技術実務研修会 札幌 
 
また、上記講習会・説明会の開催の他、地方公共団体が主催する「受注者向け

講習会」では、地方公共団体と連携を図り、会員企業への開催周知等の支援を行

っている。 
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（６）財団法人 北海道建設技術センター 

財団法人 北海道建設技術センター（以下、HOCTEC という）では、CALS/EC の

普及及び推進に向け、以下の導入支援及び普及支援を進めてきている。 

１）普及支援 
HOCTEC では、北海道内の CALS/EC 普及及び推進に向け、北海道が主催す

る以下の講習会の支援を行っている。 

表 4-15 HOCTEC 支援の講習会・説明会 

年 度 名   称 会 場

平成 16 年度 担当職員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 16 年度 検査員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 17 年度 担当監督員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 17 年度 検査員説明会（北海道職員向け） 札幌 
平成 18 年度 工事施工情報共有・電子納品保管管理説明会（受注者向け） 11 会場

 
（７）財団法人 港湾空港建設技術サービスセンター 

財団法人 港湾空港建設技術サービスセンター（以下、SCOPE という）では、

CALS/EC の普及・推進に向け、以下の導入支援及び普及支援を進めてきている。 

１）導入支援 
a）「電子入札コアシステム開発コンソーシアム」の設立・開発 

SCOPE は、財団法人 日本建設技術サービスセンターと共同で「電子入札

コアシステム開発コンソーシアム」を設立し、電子入札コアシステムの開発

を行い、国・地方公共団体等の公共工事発注機関への円滑な電子入札システ

ムの導入の支援を行っている。 

２）普及支援 
a）教育・普及活動 

SCOPE 北海道支部では、北海道内の CALS/EC 普及及び推進を目的に、

以下の講習会を開催している。 

表 4-16 SCOPE 主催の講習会・説明会 

年 度 名   称 会 場 
平成 19 年度 港湾 CALS 講習会（北海道開発局職員向け） 札幌 
平成 19 年度 港湾 CALS 講習会（受注者向け） 札幌 

 
また、SCOPE では、ホームページに「港湾・空港 CALS コーナ」を設置

し、港湾・空港 CALS システム、講習会・イベント等の開催、港湾工事積算

システム等の情報の提供を行っている。 
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（８）財団法人 日本建設情報総合センター 
財団法人 日本建設情報総合センター（以下、JACIC という）では、CALS/EC

の普及・推進に向け、以下の導入支援及び普及支援を進めてきている。 

１）導入支援 
a）「電子入札コアシステム開発コンソーシアム」の設立・開発 

JACIC は、SCOPE と共同で「電子入札コアシステム開発コンソーシアム」

を設立し、電子入札コアシステムの開発を行い、国・地方公共団体等の公共

工事発注機関への円滑な電子入札システムの導入の支援を行っている。 

２）普及支援 
a）CALS/EC インストラクターの育成と資格制度 

地方公共団体等への CALS/EC の普及・推進のための指導的な役割を担う

人材の育成並びに円滑な情報伝達の実現を目的として、平成 13 年 7 月

CALS/EC 資格制度を創設している。 
CALS/EC 資格制度においては、職務経歴等に応じて CALS/EC インストラ

クター（RCI）と CALS/EC エキスパート（RCE）の 2 段階の資格が設定さ

れている。 
 

  表 4-17 CALS/EC 資格制度登録者数（平成 19 年 11 月 1 日現在） 

資格名 全国 北海道内 
CALS/EC インストラクター（RCI） 2,524 名 99 名 
CALS/EC エキスパート（RCE） 341 名 25 名 

 
b）教育・普及活動 

JACIC 北海道地方センターでは、北海道内の CALS/EC 普及及び推進を目

的に、受注者向け「電子入札体験講座」及び「電子納品チェックシステム体

験講座」を定期的に開催している。 
「電子入札体験講座」は、平成 15 年度より延べ 140 回開催し、延べ 800

名が受講している。一方、「電子納品チェックシステム体験講座」は、平成

17 年度より延べ 39 回開催している。 
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5. 北海道地方の CALS/EC の整備目標 

5-1. 北海道地方の CALS/EC 整備基本方針 

1. 北海道内地方公共団体は、CALS/EC の展開を進めるにあたり、北海道地方

CALS/EC 推進協議会を推進母体として、情報を共有し、普及・促進を図ることと

する。 
2. 北海道開発局、北海道及び札幌市は、北海道内地方公共団体への円滑な展開に寄与

するため、先導的な役割を担うこととする。 
3. CALS/EC の効率的かつ合理的な展開にあたっては、標準化されたシステムや共同

開発・共同利用を活用することを基本とする。 
 

（１）CALS/EC の普及・促進 
北海道内地方公共団体 IT 化実態調査（平成 18 年 7 月実施）より、地方公共

団体によって CALS/EC に関する理解度及び導入環境に格差があることが判明

した。このような状況を踏まえ、北海道地方 CALS/EC 推進協議会が中心とな

り、格差の縮小に向け、情報を共有し、普及・促進を図る。地方公共団体は、

当協議会の支援を有効利用し、CALS/EC 導入を自ら計画し、導入環境（実施

体制、基盤整備）が整備され次第、順次展開する。 
 

（２）CALS/EC の展開 
これまで、CALS/EC 関連項目（電子入札、電子納品、情報共有 他）の実証

実験及び運用を行ってきた北海道開発局、北海道及び札幌市は、地方公共団体

への円滑な CALS/EC の展開に向け、実証実験結果の提供、基準・要領の公開

及び説明会資料の公開等の先導的な役割を担う。 
 

（３）効率的かつ合理的な CALS/EC の展開 
地方公共団体が個別にシステム開発・運用を行うことは、財政の圧迫及び受

注者の混乱を招くことが懸念される。そのような事態を回避するため、標準化

されたシステムの利用、システムの共同開発及び共同利用を行うことを前提と

して、効率的かつ合理的な CALS/EC の展開を図る。 
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5-2. 北海道地方の CALS/EC 整備における重点項目 

平成 20 年度～平成 22 年度に取り組む CALS/EC 整備の重点項目は、以下のとおりと

する。 
1. CALS/EC に関する説明会・講習会の充実 
2. 電子入札の運用開始または、導入に向けた検討 
3. 入札情報サービスの運用開始または、導入に向けた検討 

 
（１）CALS/EC に関する説明会・講習会の充実 

推進協議会の設置（平成 13 年）以来、「CALS/EC 啓発・普及」及び「CALS/EC
に関する研修」を重点項目として活動を進めてきたが、北海道内地方公共団体

IT 化実態調査（平成 18 年 7 月実施）の結果より、地方公共団体の CALS/EC
の理解が十分でないことが判明した。このような状況を踏まえ、北海道地方

CALS/EC 推進協議会は、「CALS/EC に関する説明会・講習会」を重点項目と

して、引続き取り組むとともに、機会の充実及び内容の充実を図る。 
 

（２）電子入札の運用開始または、導入に向けた検討 
北海道内地方公共団体 IT 化実態調査（平成 18 年 7 月実施）の結果では、電

子入札について、「導入・利用したい」と回答している市町村が前回調査（平

成 16 年 2 月実施）より増加していることが判明した。一方、北海道が導入・

利用しているシステムは北海道内市町村との共同利用が可能であり、このよう

な状況を踏まえ、市町村は、「電子入札の運用開始」または、「導入に向けた

検討」を新たに重点項目として取り組むこととする。なお、市町村の運用開始

にあたっては、電子入札の導入環境が整った市町村より、順次開始する。 
 

（３）入札情報サービスの運用開始または、導入に向けた検討 
北海道内地方公共団体 IT 化実態調査（平成 18 年 7 月実施）の結果より、入

札情報サービスの運用について、「導入・利用したい」と回答している市町村

が前回調査（平成 16 年 2 月実施）より増加していることが判明した。また、

北海道内全ての市町村がホームページを開設している状況を踏まえ、市町村は、

「入札情報サービスの運用開始」または、「導入に向けた検討」について、新

たに重点項目として取り組むこととする。 
なお、市町村の運用開始にあたっては、入札情報サービスの導入環境が整っ

た市町村より、順次開始する。また、導入にあたっては、北海道が導入・利用

するシステムは道内市町村との共同利用が可能なことから、入札参加者の情報

収集の効率の向上を踏まえ、当該ポータルサイトの利用を検討するものとする。 
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5-3. 北海道地方の CALS/EC 整備目標 

北海道地方の CALS/EC の整備目標（平成 20 年度～平成 22 年度）を以下のとおりと

する。 
1. 北海道開発局及び北海道は、これまでの整備目標に加えて、新たな項目を整備目標

として位置づける。 
2. 市町村は、「電子入札」、「電子納品」、「情報共有」及び「入札情報サービス」

を整備目標として位置づける。 
 

 
（１）北海道開発局 

これまでの「電子入札」、「電子納品」、「情報共有」及び「入札情報サー

ビス」の整備目標に加えて、「国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005」
の目標のうち、「入札説明書等のダウンロード」、「電子納品・保管管理シス

テム」及び「地質データの蓄積・提供」を行うものとする。 
 

表 5-1 北海道開発局の整備目標 

 2008 
（H20） 

2009 
（H21） 

2010 
（H22） 

電子入札 全面運用 

電子納品 全面運用 

情報共有 全面運用 

入札情報サービス 全面運用 

入札説明書等のダウンロード 全面運用 

電子納品・保管管理システム 全面運用 

地質データの蓄積・提供 一部提供 

 

年度
項目 
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（２）北海道 
これまでの「電子入札」、「電子納品」、「情報共有」及び「入札情報サー

ビス」の整備目標に加えて、「電子納品・保管管理システム」及び、入札参加

資格申請の手続きをインターネットを経由して電子的に行う「競争入札参加資

格審査申請システム」を行うものとする。 
 

表 5-2 北海道の整備目標 

 2008 
（H20） 

2009 
（H21） 

2010 
（H22） 

電子入札 一部運用 全面運用 

電子納品 一部運用 全面運用 

情報共有 一部運用 全面運用 

入札情報サービス 全面運用 

電子納品・保管管理システム 一部運用 全面運用 

競争入札参加資格審査申請システム 一部運用 全面運用 

 
（３）札幌市 

これまでの「電子入札」、「電子納品」、「情報共有」及び「入札情報サー

ビス」の整備目標の達成に向け、鋭意取り組むものとする。 
なお、「情報共有」については、これまでの電子メールを利用した情報共有

を進めるとともに、将来的な情報共有システムの導入に関する検討を進めるも

のとする。 

表 5-3 札幌市の整備目標 

 2008 
（H20） 

2009 
（H21） 

2010 
（H22） 

電子入札 運用 

電子納品 一部運用 全面運用 

情報共有 一部運用 

入札情報サービス 運用 

 

年度
項目 

年度
項目 
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（４）北海道内の市町村（札幌市を除く） 
北海道では、北海道内の市町村との共同利用を視野に入れて、競争入札参加

資格審査申請、入札情報サービス、電子入札の各システムを利用又は導入する

ことにしている。市町村は、以下の目標年次を目安とし、導入を目指す。 
なお、「電子納品」及び「情報共有」については、共通した整備目標として

は位置づけないが、実施の準備が整った市町村より、順次開始するものとする。 
 

表 5-4 北海道内の市町村（札幌市を除く）の整備目標 

 2008 
（H20） 

2009 
（H21） 

2010 
（H22） 

電子入札 検討 準備 一部運用 

電子納品 検討 

情報共有 検討 

入札情報サービス 検討 準備 一部運用 

競争入札参加資格審査申請システム 検討 一部運用 

 
 

年度
項目 
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6. 地方公共団体への CALS/EC 導入支援 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会及び構成員は、北海道地方の公共事業発注機関が、

CALS/EC を着実にかつ円滑に導入を図るために、以下の支援を行うものとする。 
6-1. 国土交通省による支援 

CALS/EC をこれまで先導し、かつ自らの直轄事業で実施に取り組んで蓄積された

ノウハウを無償で各都道府県に提供することにより、複数のシステムや標準の併存を

避け、混乱なく CALS/EC を導入できるよう支援活動を行う。 
（１）情報提供 

１）『地方版 CALS/EC 推進協議会』の設置 
各地方整備局が、ブロック単位での地方公共団体及び業界団体への

CALS/EC 導入支援の場として『地方版 CALS/EC 推進協議会』を設置する。 
 

（２）技術資料の公開 
１）技術開発成果の無償公開 

a）国土交通省版「電子調達システム」の無償公開 
CALS/EC 公共調達コンソーシアムで開発を行った電子調達システムを発

展させた国土交通省版「入札情報サービス（ＰＰＩ、旧名：クリアリングハ

ウス）」及び「電子入札システム」を無償で公開する。地方公共団体は、こ

れらを利用してカスタマイズを行うことにより、独自のシステムを構築する

ことが可能になる。 
なお、地方自治法等関係法令との整合性については、別途整理する必要が

ある。 
b）電子納品・保管管理システムの公開 

電子化された図面などの電子成果品の検索や再利用を効率化し、平常業務

のみならず災害時における応急復旧等の業務支援を行うことを目的に、納品

された電子媒体を一元管理するシステムを無償で公開した。 
http://www.mlit.go.jp/tec/it/cals/arcsys/index.htm 

c）電子納品チェックシステムの公開 
電子成果品のファイル構造、ファイル名等のチェックを行うシステムを無

償で公開した。 
http://www.cals-ed.jp/index_dl.htm 

d）ＣＡＤデータ交換標準仕様に関するソフトの無償公開 
電子データでＳＸＦ仕様の図面データを受け取った発注者が、画面上で図

面を確認するための閲覧ソフトを無償で公開した。 
図面データの検査を、ブラウザ上で行うためのソフトを無償で公開した。 
http://www.cals-ed.jp/index_dl2.htm 
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２）標準化に関するマニュアルの策定及び公開 
複数のシステムや標準の併存による混乱を避けるため、国土交通省で標準

化すべき仕様・方式についてマニュアルを策定し、無償で公開する。 
【国土交通省】      

・工事完成図書の電子納品要領（案） 
・土木設計業務等の電子納品要領（案） 
・CAD 製図基準（案） 
・デジタル写真管理情報基準（案） 
・地質調査資料整理要領（案） 
・電子納品運用ガイドライン（案） 

http://www.cals-ed.jp/index_denshi.htm 
【国土交通省港湾局】  

・CAD 図面作成要領（案）（港湾局版） 
・地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品運用ガイドラ

イン（案） 
・電子納品要領・基準（案）等（港湾空港関係）の改訂のポイント 

http://www.ysk.nilim.go.jp/cals/05download/chap05.html#05-3 
【国土交通省大臣官房官庁営繕部】 

・官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（案） 
・営繕工事電子納品要領（案） 
・建築設計業務等電子納品要領（案） 
・建築 CAD 図面作成要領（案） 

http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/cals/cals.htm 
 

３）CALS/EC 取り組み状況の公開 
国土交通省のこれまでの CALS/EC に関する取り組み状況を他の発注機関

の参考となるよう、公開した。 
http://www.cals-ed.jp/calsec/ap2005_14/torikumi.html 
 

４）研修テキストの共有 
これまで国土交通省で実施した CALS/EC に関する講習会及び説明会の研

修テキストを公開した。 
http://www.cals-ed.jp/calsec/ap2005_14/kousyuu.html 

 
５）実証フィールド実験への支援 

地方公共団体が補助事業において実証フィールド実験を実施する際に、実

施計画の策定、機器のリース等について支援を行う。 
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6-2. 農林水産省による支援 

（１）技術資料の公開 
１）標準化に関するマニュアルの策定及び公開 

複数のシステムや標準の併存による混乱を避けるため、農林水産省で標準

化すべき仕様・方式についてマニュアルを策定し、無償で公開する。 
【農林水産省農村振興局】 

・設計業務等の電子納品要領（案） 
・工事完成図書の電子納品要領（案） 
・電子化図面データの作成要領（案） 
・電子化写真データの作成要領（案） 
・測量成果電子納品要領（案） 
・地質・土質調査成果電子納品要領（案） 
・電子納品運用ガイドライン（案） 
・電子化図面データ作成運用ガイドライン（案） 

http://www.nncals.jp/you.html 
 

6-3. 国土交通省 北海道開発局による支援 

（１）情報提供 
１）CALS/EC 相談窓口の設置 

北海道開発局は、北海道内の地方公共団体向け相談窓口として、各開発建

設部内に担当窓口の設置について検討する。 
 

２）北海道地方 CALS/EC 推進協議会の設置及び運営 
北海道開発局は、北海道内の地方公共団体への CALS/EC の導入を推進す

るため、北海道地方 CALS/EC 推進協議会を設置し、運営を行う。 
 

３）北海道地方 CALS/EC 推進協議会ホームページの開設と運営 
北海道開発局は、北海道内の CALS/EC 推進を目的に、北海道地方

CALS/EC 推進協議会のホームページを開設・運営を行い、CALS/EC に関す

る情報を提供する。 
 

（２）技術資料の公開 
１）標準化に関するマニュアルの策定及び公開 

北海道開発局は、複数の標準の併存による混乱を避けるため、標準化すべ

き仕様・方式について、マニュアルを策定し、無償で公開する。 
・北海道開発局における電子納品に関する手引き（案） 

http://www.hkd.mlit.go.jp/topics/cals_ec/frame.html 
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（３）導入支援 
１）CALS/EC 導入に関する支援 

北海道開発局は、北海道内の地方公共団体が電子入札及び電子納品等の

CALS/EC 関連項目の着実かつ円滑な導入が図られるようにノウハウの提供

などの技術的な支援を行う。 
２）受注者向け説明会・講習会の開催 

北海道開発局は、受注者が混乱なく着実にかつ円滑に電子入札及び電子納

品等の CALS/EC の対応ができるように説明会及び講習会を適宜開催する。 
6-4. 北海道による支援 

（１）情報提供 
１）CALS/EC 相談窓口の設置 

北海道は、北海道内の市町村向け相談窓口として、建設部 建設管理局 建
設情報課内に担当窓口を設置する。 

 
（２）技術資料の公開 

１）標準化に関するマニュアルの策定及び公開 
北海道は、複数の標準の併存による混乱を避けるため、標準化すべき仕様・

方式について、マニュアルを策定し、無償で公開する。 
・情報共有・電子納品運用ガイドライン 

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/gkn/kouji/cals/H19gaido_kaitei.htm 
 

（３）導入支援 
１）システムの共同利用による支援 

北海道は、CALS/EC に関するシステムの構築にあたり、効率的かつ経済的

なシステムの導入を目的に、北海道内の市町村との共同利用を視野に入れた

システムを検討し、市町村の参加と導入を促す。 
 

２）受注者向け説明会・講習会の開催 
北海道は、受注者が混乱なく着実かつ円滑に電子入札及び電子納品等の

CALS/EC の対応ができるように説明会等を開催する。 
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6-5. 北海道地方 CALS/EC 推進協議会による支援 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、北海道内の地方公共団体への円滑な CALS/EC の

導入を図るため、地方公共団体への CALS/EC に関する情報の提供、並びに説明会等の開

催支援を行う。 
（１）情報提供 

１）CALS/EC 関連情報の電子メール配信 
北海道地方 CALS/EC 推進協議会が実施する北海道内の地方公共団体への

CALS/EC 情報のメール配信活動を通して、情報提供を行う。 
 

２）CALS/EC 関連資料の提供 
北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、各構成機関より報告された CALS/EC

に関する取り組み状況を公表し、かつ関連資料の提供を行う。 
 

（２）導入支援 
１）地方公共団体向け説明会・講習会の開催 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、北海道内の地方公共団体向けに

CALS/EC に関する説明会を開催する。 
 

6-6. 公益法人による支援 

公益法人は、地方公共団体が CALS/EC を目標年次どおりに導入を図るために、北

海道道内の公共事業発注機関と連携・情報交換を図りながら、情報提供を始めとした

各種支援活動を行う。 
 

（１）導入支援 
１）地方公共団体への技術支援 

HOCTEC は、北海道の指導のもと、北海道内の地方公共団体への技術支援

を行う。技術支援にあたり、JACIC 等が最新の情報を提供する。 
 

２）電子入札コアシステム開発コンソーシアムの運営 
電子入札コアシステムのコンソーシアムを運営し、絶えず入札に関する情

報を提供するとともに、地方ブロック会議を開催して最新の情報を提供する。 
 
３）地方公共団体の整備基本構想等の策定支援 

地方公共団体が CALS/EC 整備基本構想・アクションプログラムを策定す

る際には、JACIC 等が策定のための技術支援を必要に応じて行う。 
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（２）普及活動 

１）CALS/EC インストラクターの育成と資格制度 
地方公共団体等への CALS/EC の普及・推進のための指導的な役割を担う

人材の育成を目的として、CALS/EC 資格制度を設立し、運用する。資格取得

者は、CALS/EC の推進のためのアドバイス、説明会及び講習会等の講師を行

い、CALS/EC の展開の促進に資する。 
http://www.cals-ec.info/index.html 

 
２）教育・普及活動 

CALS/EC 普及のためには、建設業界全体への教育・普及活動が重要な要素

となる。CALS/EC の教育・普及のために、以下の活動を行う。 

a）SCOPE、JACIC は説明会及び講習会を開催するとともに、書籍・教育用

ソフトウェアの製作を行う。 

b）建設関連団体は、地方公共団体と連携し、会員企業向け電子入札説明会等

の各種説明会を開催する。 
 

7. 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」の目標年次 

地方公共団体は、「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」の目標

年次を目安に CALS/EC 導入を積極的に推進する。 
北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、北海道内の CALS/EC 導入を積極的に支援していく

ものとする。 
 
北海道内地方公共団体 IT 化実態調査（平成 18 年 7 月実施）の調査結果によると、北海

道内の市町村では、「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（全国版）」に掲げられ

ている「平成 22 年度の CALS/EC 導入完了」の整備目標の達成が厳しい状況である。こ

のような状況を踏まえ、北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、北海道開発局、北海道並び

に札幌市の協力を得つつ、北海道内の CALS/EC 普及・促進の推進母体として、市町村へ

の情報提供をはじめとした各種支援を行い、北海道内の CALS/EC の普及・促進を図る。 
北海道内の市町村は、北海道地方 CALS/EC 推進協議会の支援のもと、「CALS/EC 地

方展開アクションプログラム（北海道地方版）」の目標の達成に向けて、積極的に取り組

むものとする。 
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図 7-1 「CALS/EC アクションプログラム（北海道地方版）」改訂版における目標年次 

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

国

土

交
通

省

(

北

海

道
開

発

局
含

む

）

北海道地方CALS/EC

推進協議会設立

地方展開アクション

プログラム

（全国版）策定

電子納品

一部運用

PPI開始

北

海

道

地方展開AP

（北海道地方版）
策定

準備期間 全面運用

市

町

村

凡例

AP策定 電子納品

電子入札 入札情報

ダウンロード
システム本運用

国土交通省

CALS/ECアクション

プログラム2005策定

地方展開AP

（北海道地方版）
改訂

電子納品保管・管理

システム本運用

CADによる

数量計算開始

CADデータからGIS

データへの反映開始

札

幌

市

一部運用・順次適用範囲拡大準備期間

ダウンロード
システム一部運用

全面運用

全面運用

検討

一部運用

運用

全面運用

一部運用・順次適用範囲拡大一部運用・順次適用範囲拡大

地質データの一部
提供

情報共有

一部運用

検討

一部運用

電子納品保管・管理

システム本運用

一部運用・順次適用範囲拡大

一部運用・順次適用範囲拡大実証実験

情報共有開始

準備期間

一部運用 全面運用

一部運用 全面運用

全面運用

全面運用

実証実験 一部運用・順次適用範囲拡大 全面運用

地方展開AP

（北海道地方版）
中間とりまとめ

策定

実証実験 一部運用

入札参加資格審

査申請システム
一部運用

準備検討

準備検討

入札参加資格審
査申請システム

一部運用

実証実験

検討

 



 
 
 
 
 
 
 

「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」改訂（案） 
【新旧対照表】（1 月 18 日版） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成20年2月8日 
北海道地方CALS/EC推進協議会 

 
 
 

第９回 
北海道地方CALS/EC推進協議会 

平成２０年２月８日（金） 
資 料 ―６



1 はじめに はじめに 現行アクションプログラム記載の背景に加筆・時点修正を行う。
1-1. CALS/ECアクションプログラム策定の背景と目的 1 目的及び経緯

（1）背景 1-1. 「CALS/EC地方展開AP」改訂の目的と背景  背景に関するフロー図及び目的を追加記載。
（2）目的 1-2. 国土交通省の取り組み  国土交通省のこれまでの取り組みを新規記載。

1-2. 北海道地方CALS/EC推進協議会について 1-3.「国土交通省CALS/ECAP2005」の目標項目  「国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005」の目標項目を新規記載。
（1）協議会の構成 2 北海道地方CALS/EC推進協議会
（2）活動内容 2-1. 設置目的  設置目的と活動内容を統合。

2 地方CALS/ECに係る地方の状況 2-2. 構成及び役割  構成メンバーと推進協議会内のそれぞれの役割を記載。
2-1. 地方公共団体の状況 2-3. 活動経緯  これまでの活動経緯を新規記載。

2-1-1.調査目的 2-4. 推進協議会の活動状況  これまでの活動内容を新規記載。
2-1-2.調査方法 2-5.「CALS/EC地方展開AP」のフォローアップ  現行アクションプログラムのフォローアップを新規記載。
2-1-3.調査内容 3 北海道地方のCALS/ECの状況
2-1-4.調査結果 3-1. 現状と問題点  H18.7調査に時点修正。

2-2. 建設業界の状況 3-2. 課題  課題を新規記載。
2-2-1.調査目的 4 北海道地方におけるCALS/ECのこれまでの取り組み
2-2-2.調査方法 4-1. 北海道開発局の取り組み  北海道開発局の取り組み内容を新規記載。
2-2-3.調査内容 4-2. 北海道の取り組み  北海道の取り組み内容を新規記載。
2-2-4.調査結果 4-3. 札幌市の取り組み  札幌市の取り組み内容を新規記載。

3 北海道開発局の取り組み 4-4. 公益法人の取り組み  公益法人の取り組み内容を新規記載。
（1）北海道開発局CALS/EC推進本部の設置 5 北海道地方のCALS/ECの整備目標
（2）北海道開発局の具体的スケジュールと実施内容 5-1. 北海道地方のCALS/EC整備基本方針  北海道内のCALS/EC整備基本方針を新規記載。
（3）実施環境の整備 5-2. 北海道地方のCALS/EC整備目標における重点項目  2010年度（平成22年度）までの重点整備目標を時点修正。

4 地方公共団体の取り組み 5-3. 北海道地方のCALS/EC整備目標  各機関の整備目標を時点修正。新たに北海道・札幌以外の地方公共団体の整備目標を新規記載。
4-1. 北海道の取り組み 6 北海道地方のCALS/EC導入支援

（1）CALS/EC 6-1. 国土交通省による支援
（2）電子調達システム （1）情報提供

4-2. 札幌市の取り組み （2）技術資料の公開
（1）札幌市IT経営戦略について 6-2. 農林水産省による支援
（2）札幌市のCALS/ECの取り組みについて （1）技術資料の公開
（3）CALS/ECアクションプログラム 6-3. 国土交通省 北海道開発局による支援

5 北海道地方のCALS/ECの整備目標 （1）情報提供
5-1. 北海道地方のCALS/EC整備における重点項目 （2）技術資料の公開
5-2. 北海道地方のCALS/EC整備目標 （3）導入支援

6 地方公共団体への普及及び支援 6-4. 北海道による支援
（1）地方公共団体への普及方策 （1）情報提供
（2）国の制度による導入支援策 （2）技術資料の公開
（3）市町村の導入に向けた課題 （3）導入支援

7 まとめ 6-5. 北海道地方CALS/EC推進協議会による支援
8 おわりに （1）情報提供

（3）導入支援
【凡例】 6-6. 公益法人による支援

（1）導入支援
　新規追加 （2）普及活動

7 「CALS/EC地方展開AP」の目標年次  現行アクションプログラムの「まとめ」・「終りに」を時点修正し、まとめる。
　修正なし

　時点修正

　廃止

平成○年○月 改訂版（1月18日現在）平成16年3月　現行版 改訂内容

 北海道地方CALS/EC推進協議会による支援内容を新規記載。

 公益法人による支援を新規記載。

 国土交通省による支援内容を時点修正。

 農林水産省による支援内容を時点修正。

 北海道開発局による支援内容を新規記載。

 北海道による支援内容を新規記載。
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平成 20 年度「北海道地方 CALS/EC 推進協議会」の 
活動（案）について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年 2 月 8 日 
北海道地方 CALS/EC 推進協議会 

 
 

第９回 
北海道地方CALS/EC推進協議会

平成２０年２月８日（金） 
資 料 ―７
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1．推進協議会の設置目的と活動 

北海道地方 CALS/EC 推進協議会では、北海道地方における公共事業発注機関への

CALS/EC の導入を推進するため、以下の活動を行うこととしている。 

• CALS/EC 地方展開アクションプログラムの策定及びフォローアップ 

• CALS/EC に関する取組み状況等の情報交換及び意見交換 

• 地方公共団体の連絡調整 

• その他、上記目的を達成するために必要な事項 

 

2．平成 20 年度の活動方針（案）について 

平成 19 年度に実施した「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」

の改訂及び同説明会のアンケート結果を踏まえ、平成 20 年度の協議会活動方針を以下の

とおりとする。 

１）公共事業発注機関における CALS/EC に関する意識向上を目的とした啓発・普及活動 

２）公共事業発注機関における CALS/EC の導入支援活動 

３）公共事業発注機関における CALS/EC 情報の共有を目的とした連絡体制の構築 

 

3．平成 20 年度の活動内容（案） 

3-1．推進協議会 

１）推進協議会の開催（年 1 回 平成 21 年 2 月頃） 

２）推進協議会 事務局会議の開催（年 2 回 平成 20 年 8 月、平成 21 年 1 月頃） 

a）協議内容 

• 各構成機関の CALS/EC 取組み状況報告と意見交換 

• CALS/EC 関連情報の提供 

• 公共事業発注機関への CALS/EC の啓発・普及活動について 
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3-2．CALS/EC に関する啓発・普及活動 

１）CALS/EC 説明会 

北海道内の公共事業発注機関の CALS/EC に関する意識向上を目的に、説明会を

開催する。 

対 象：入札・契約担当者及び事業担当者 

開催回数：10 会場で各 1 回開催。 

内 容：「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」の

改訂内容を踏まえ、CALS/ECの基本的な事項（初歩的な内容も含

む）を活用例や方法等、具体例を含め理解しやすく説明する。 

 

3-3．CALS/EC の導入支援活動 

１）CALS/EC 相談窓口の設置 

北海道内の公共事業発注機関からの CALS/EC に関する質問・相談の窓口として、

北海道開発局及び北海道内に窓口を設置する。 

 

3-4．連絡体制の構築 

１）CALS/EC 情報の提供 

北海道内の公共事業発注機関における CALS/EC 情報の共有を目的として、

CALS/EC に関する情報を提供する。 

提供回数：年 6 回程度 

提供期間：平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月 

提供内容：CALS/EC 関連最新情報、説明会、講習会、展示会情報 
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前年度までの推進協議会の活動内容 
 

 

1  前年度までの活動内容 
 

1-1  平成１３年度 推進協議会活動状況 

（1）北海道地方CALS/EC推進協議会 
      第１回 平成13年11月14日（水） 

第２回 平成14年  2月15日（金） 
第３回 平成14年  3月20日（水） 

 
（2）北海道地方CALS/EC推進協議会事務局会議 

平成13年11月25日（金） 
 

1-2  平成１３年度活動内容の整理 

（1）北海道開発局、北海道及び札幌市の取り組みの紹介 
CALS/ECに関する取り組み状況等の情報及び意見交換として、北海道開発局、北海道及び札幌市の取

り組み状況についての紹介を行った。 
 
（2）地方公共団体における IT化実態アンケート調査 

北海道及び全ての道内市町村に対して、CALS/EC への対応状況及び IT 化の実態についてアンケート

調査を行い、内容の集計を行った。アンケート調査結果は、地方展開アクションプログラムを作成する上

での参考資料とする。 
 
（3）北海道版地方展開アクションプログラムの作成 

国土交通省は、平成13年6月に「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）」において、

平成22年度までに全国の地方公共団体においてCALS/ECを導入するための、タイムスケジュールの目

安、国土交通省及び公益法人による技術支援などについて、具体的な行動計画を示すこととしている。ま

た、「CALS/EC地方展開アクションプログラム（地方版）」の策定を提示している。 
それを受けて北海道地方 CALS/EC 推進協議会は、平成 22 年度までに北海道内の地方公共団体が

CALS/ECの整備を進める際に考慮すべき事項について整理し、目安となる年次計画を示したアクション

プログラムを策定することとした。 
アクションプログラムの具体案を事務局で作成し、推進協議会で内容を討議したところ、以下のような

結果となった。 
 アクションプログラムは、北海道全体で具体化する方向とする。 

第９回 
北海道地方CALS/EC推進協議会 

平成２０年２月８日（金） 
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 スケジュール内容は、年々フォローアップする。 
 最終的には、スケジュールを作成するが、CALS/EC関連項目についての導入予定がない市町村が多

いため、研修・啓発を行い、認知度を拡大し導入を考えさせる必要があるため、スケジュールにつ

いては今後の検討を踏まえ、完成させることとする。 
 
従って、平成13年度は、アクションプログラムの中間とりまとめとした。 
 
 
 

1-3  平成１４年度 推進協議会活動状況 

（1）北海道地方CALS/EC推進協議会 
平成15年3月19日（水） 

 
（2）北海道地方CALS/EC推進協議会事務局会議 

第１回 平成14年 8月 ７日（水） 

第２回 平成15年 3月 6日（木） 

 

1-4  平成１４年度活動内容の整理 

（1）アクションプログラムの整理 
平成 13 年度にとりまとめた「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）［中間とり

まとめ］」の内容を「地方整備局等「地方展開アクションプログラム（地方版）」策定の手引」（平成

13年9月）の記載項目と比較し、平成14年度以降に整理を必要とする内容を明らかにした。 
 
（2）平成14年度整理内容 

1）地方公共団体の取り組み状況について 
北海道及び札幌市の取り組みとして、本年度、新たに作成された計画や政策、準備された体制等を整

理した。 
 

（a）北海道の取り組み 
北海道の取り組みとして、「電子道庁の実現について」の内容の説明があった。 

 電子入札導入のスケジュール 
 工事情報の一元公表の整備状況 

 
（b）札幌市の取り組み 

札幌市の取り組みとして、平成14年度に組織横断的なプロジェクトを立ち上げ、鋭意検討していく

こととしている。 
 組織の整備状況とCALS/ECのスケジュール 
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2）市町村の導入に向けた課題について 
市町村の導入に向けた課題として、最新動向、電子納品のための標準化などの情報提供、システム整

備の方法・手法の具体的な技術支援や研修などを行うための、道内市町村への支援体制について 15 年

度に実施・検討する。 
 

3）北海道地方のCALS/EC整備における重点項目 
CALS/EC 整備における重点項目として、設定してある「CALS/EC の啓発普及」では、情報提供す

る内容（新聞記事等の内容）を整理した。 
「CALS/EC に関する研修」では、各機関ごとにブロック別等で開催されている説明会等の実施状況

について整理した。 
 

4)「CALS/EC地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」について 
 「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」は、13 年度に作成したアクション

プログラム（中間とりまとめ）をもとに、平成15年度内の取りまとめに努めるものとする。 
 
 
 

1-5  平成１５年度 推進協議会活動状況 

（1）北海道地方CALS/EC推進協議会 
平成16年 3月19日（金） 

 

（2）北海道地方CALS/EC推進協議会事務局会議 
第１回 平成15年12月24日（水） 

第２回 平成16年 2月  4日（水） 

 

1-6  平成１５年度活動内容の整理 

（1）開発局及び自治体での取り組み状況紹介 
北海道開発局、北海道及び札幌市での取り組み状況についての紹介をおこない、CALS/ECに関する情

報及び意見交換を行った。 
 北海道開発局電子入札の運営状況について 
 「電子調達システム構築方針」の概要（北海道） 
 札幌市における整備計画について 
 受発注者間の情報共有システムの実施状況（ＪＡＣＩＣ、ＳＣＯＰＥ） 

（2）地方公共団体のＩＴ化実態に関するアンケート調査実施 
北海道及び北海道内の全市町村に対しＣＡＬＳ／ＥＣへの対応状況及びＩＴ化の実態についてアンケ

ート調査を行い、内容の集計及び前回調査（平成１３年１２月）との比較検討を実施した。 
 アンケート調査結果は、「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（北海道地方版）」を策定

するうえでの参考資料とする。 
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（3）ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（北海道地方版）の作成 
平成 13 年度にとりまとめた「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（北海道地方版）［中間とり

まとめ］」をもとに、新たなアンケート調査結果等を踏まえ、「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプロ

グラム（北海道地方版）」を策定した。 
 
 
 

1-7 平成１６年度 推進協議会活動状況 

（1）北海道地方CALS/EC推進協議会 
平成17年 3月  9日（水） 

 

（2）北海道地方CALS/EC推進協議会事務局会議 
第１回 平成16年12月16日（木） 

第２回 平成17年 2月14日（月） 

 

1-8  平成１６年度活動内容の整理 

（1）推進協議会を構成する各機関からCALS/EC推進に係る取り組み状況について報告。 
＊主な報告内容 
● 北海道開発局における電子入札の実施状況（北海道開発局） 
● 電子納品に関する手引きの策定並びに受発注者を対象とした説明会の開催状況（北海道開発局） 
● 電子納品保管管理システムの改良及び電子納品要領（案）の統合化検討について（北海道開発局） 
● 空港施設CALSシステム管理運営要領（案）の作成及び試行について（新千歳空港事務所）  
● 電子入札の導入スケジュール及び方式（コアシステム）について（新千歳空港事務所） 
● 電子調達システム導入の検討状況（北海道） 
● CALS/ECフィールド実験（電子納品・情報共有）実施状況について（北海道） 
● 電子納品要領・基準（案）の策定について(札幌市) 
● 電子納品、CAD関連の講習会、説明会の開催状況（北海道建設業協会） 

 
（2）各機関が行ったCALS/EC実態調査報告 

＊報告内容 
● 北海道開発局電子納品の実態調査概要 
● 地方公共団体におけるCALS/ECの現状 
● 都道府県等におけるCALS/ECの動向 

 
（3）電子納品に係る手引き説明会への参加要請 

●  北海道開発局主催の「北海道開発局における電子納品に関する手引きの説明会」への参加を北海

道内各地方公共団体に案内した。（参加は、３７団体、７１名） 
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1-9 平成１７年度 推進協議会活動状況 

（1）北海道地方CALS/EC推進協議会 
平成18年 2月 10日（金） 

 

（2）北海道地方CALS/EC推進協議会事務局会議 
第１回 平成17年  8月31日（水） 

第２回 平成18年 1月17日（火） 

 

1-10  平成１７年度活動内容の整理 

（1）推進協議会を構成する各機関からCALS/EC推進に係る取り組み状況について報告。 
＊主な報告内容 
● 北海道開発局における電子入札の実施状況（北海道開発局） 
● 北海道開発局におけるCALS/ECの取り組み状況（北海道開発局） 
● 入札説明書等のダウンロード試行運用の実施について（北海道開発局） 
● 北海道開発局電子納品の実態調査概要（北海道開発局） 
● 「空港施設CALSシステム管理運営要領」、「空港施設CALSシステム管理運営要領運用指針」、 

  「空港土木施設CAD図面作成要領（案）」の策定について（新千歳空港事務所）  
● 電子入札及び電子納品の実施状況について（新千歳空港事務所） 
● CALS/EC（電子調達システム導入）推進に係わる北海道の取り組みついて（北海道） 
● 北海道のCALS/EC実証フィールド実験（電子納品・情報共有）について（北海道） 
● 電子入札、電子納品、情報共有の実施計画について(札幌市) 
● CALS/ECの講習会、説明会の開催について（北海道建設業協会） 

 
（2）地方公共団体等へのCALS/ECの啓発・普及活動 

● 地方公共団体向けCALS/EC説明会の開催（参加は、６２団体、１０３名） 
● 地方公共団体とのCALS/ECに関する意見交換会の開催（参加は、７９団体、１１３名） 

 
（3）「CALS/EC地方展開アクションプログラム」のフォローアップの実施 

●  「北海道開地方のCALS/EC整備」、「地方公共団体への普及及び支援」について、実施状況の

把握と計画達成度の評価等。 

 
 
 

1-11 平成１８年度 推進協議会活動状況 

（1）北海道地方CALS/EC推進協議会 
平成19年 2月 13日（火） 
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（2）北海道地方CALS/EC推進協議会事務局会議 
第１回 平成18年  9月25日（月） 

第２回 平成19年 1月17日（水） 

 

1-12 平成１８年度活動内容の整理 

（1）推進協議会を構成する各機関からCALS/EC推進に係る取り組み状況について報告。 
＊主な報告内容 
● 北海道開発局における入札説明書等の電子的提供等（北海道開発局） 
● 北海道開発局電子納品・保管管理システムの導入について（北海道開発局） 
● 国土交通省のCALS/ECアクションプログラム2005に基づく整備の実施等（新千歳空港事務所） 
● GISを使った図面管理、空港舗装管理システム等の情報共有関係や電子納品部門の 
  データベースの運用状況等（新千歳空港事務所） 
● 北海道が進めている電子調達システムについて（北海道） 
● 北海道のCALS/EC実証フィールド実験（電子納品・情報共有）について（北海道） 
● 電子入札、電子納品、情報共有の実施計画について(札幌市) 
● CALS/EC関する研究会の実施について（北海道建設業協会） 

 
（2）地方公共団体における IT化実態調査 

● 道内地方公共団体の IT 化の実態についてアンケート調査を行い、CALS/EC の取り組み状況・

動向を把握するとともに、これからのCALS/EC推進・普及のための具体の支援内容・方策等に

ついて整理し、アクションプログラムの見直しの検討に資するものである。 
  

（3）地方公共団体等へのCALS/ECの啓発・普及活動 
● 地方公共団体向けCALS/EC説明会の開催（参加は、１０３団体、１６６名） 
● 電子メールによるCALS/EC情報の提供（配信希望は、１２９団体、１５０アドレス） 
 

 



 

北海道地方ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会設置要領（案） 
 
 
（名 称） 
第１条 本会は、北海道地方ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会（以下、協議会という）と称する。 
（目 的） 
第２条 協議会は、北海道地方における公共事業発注機関へのＣＡＬＳ／ＥＣの導入を推進する

ため、地方展開アクションプログラムの策定とそのフォローアップを図り、各関係機関

が連携して、ＣＡＬＳ／ＥＣ導入を推進することを目的とする。 
（活動内容） 
第３条 協議会は、上記目的を達成するため、以下の事項について活動を行うものとする。 

１） ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラムの策定及びフォローアップ 
２） ＣＡＬＳ／ＥＣに関する取り組み状況等の情報交換及び意見交換 
３） 地方公共団体の連絡調整 
４） その他、上記目的を達成するために必要な事項 

（協議会の構成及び運営） 
第４条 協議会は、別紙－１に掲げる機関の委員をもって構成する。 
  ２ 協議会の会長は、北海道開発局事業振興部長とする。 
  ３ 協議会は、会長が必要と認めるときに開催する。 
  ４ 会長が必要と認めるときは、構成する機関及び委員を変更することができる。また、委員

以外の者の出席を求めることができる。 
  ５ 協議会に事務局を置くこととする。 
（事務局の構成及び運営） 
第５条 事務局は、別紙－２に掲げる者をもって構成する。 
    ２ 事務局は、協議会の活動内容について、予備的検討等を行う。 
（庶 務） 
第６条 協議会及び事務局の庶務は、北海道開発局事業振興部技術管理課及び防災・技術センタ

ーにて行う。 
（雑 則） 
第７条 この要領に定めるものの他、協議会の運営に関し、必要な事項は、協議会に諮って定め

るものとする。 
 
（付 則） 
 本要領は、平成１３年１１月１４日から施行する。 
 本要領は、平成１４年 ２月１５日から施行する。 
 本要領は、平成１５年 ３月１９日から施行する。 
 本要領は、平成１７年 ３月 ９日から施行する。 
 本要領は、平成１８年 ２月１０日から施行する。 
 本要領は、平成１９年 ２月１３日から施行する。 
 本要領は、平成２０年 ２月  ８日から施行する。 

第９回 
北海道地方CALS/EC推進協議会 

平成２０年２月８日（金） 
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別 紙 － １ 
 

北海道地方ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会 
 
 

会 長 ： 国土交通省北海道開発局            事業振興部長 

委 員 ：     〃                  事業振興部     工事管理課長 

          〃                  事業振興部     技術管理課長 

国土交通省東京航空局             新千歳空港事務所  施設部長 
      北海道                    建設部建設管理局  建設情報課長 

       〃                     建設部建設管理局  技術管理課長 

      札幌市                    市民まちづくり局情報化推進部 IT 推進課長

       〃                     財政局管財部   契約管理課長 

       〃                     財政局管財部 工事監査室技術管理担当課長 

      (社)北海道建設業協会               建設業情報化推進研究会委員長 

      (社)北海道農業建設協会              事務局長 
      (社)北海道土地改良建設協会          専務理事 
      (社)日本土木工業協会北海道支部        品質技術委員会委員      

      (社)北海道舗装事業協会            専務理事 

      (社)建設コンサルタンツ協会北海道支部     ＣＡＬＳ/ＥＣ委員長 
(社)北海道土地改良設計技術協会        専務理事 

      (社)北海道測量設計業協会           副会長 

      (社)日本橋梁建設協会             北海道事務所所長 

      (社)プレストレスト・コンクリート建設業協会  北海道支部事務局長 

      北海道建設業信用保証会社（株）        経営企画部次長 

      (財)北海道建設技術センター          企画研修部長 

      (財)港湾空港建設技術サービスセンター     北海道支部長 

      (財)日本建設情報総合センター         北海道地方センター長 

 



別紙－２ 
 

北海道地方ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会事務局 
 

 

 

国土交通省北海道開発局      事業振興部       工事管理課     課長補佐 

〃              〃          〃         契約情報専門官 

     〃             〃         技術管理課      課長補佐 

     〃             〃           〃       技術開発係長 

     〃             〃   防災・技術センター     副所長 

     〃             〃      〃  技術課          技術情報係長 

国土交通省東京航空局       新千歳空港事務所施設部 空港安全技術企画課 課長 
〃             〃            〃      技術専門官 

北海道               建設部建設管理局 建設情報課     主幹（工事管理グループ長）

 〃                 〃         〃      主査（システム管理） 

 〃                 〃       技術管理課    主幹（積算管理グループ長）

 〃                 〃         〃      主査（情報共有） 

札幌市              市民まちづくり局情報化推進部IT推進課 情報システム開発担当係長

 〃               財政局管財部      契約管理課     システム開発担当係長 
〃                  〃       工事監査室      技術調査担当係長 
〃                  〃       工事監査室      土木検査担当係長 
〃                  〃       工事監査室      建築検査担当係長 
〃                  〃       工事監査室      電気検査担当係長 
〃                 〃       工事監査室     機械検査担当係長  

(社)北海道建設業協会         業務部              業務次長 

(財)北海道建設技術センター      企画研修部            企画研修課長 

(財)港湾空港建設技術サービスセンター 北海道支部           企画部長 

(財)日本建設情報総合センター     北海道地方センター       参事 

 

 




